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第１章 基本的事項

１ 構想策定の趣旨

本県では、平成 年（ 年）５月に策定した「第６次山口県保健医療計画」（平成

年度～ 年度）に基づき、地域の限られた医療資源を有効に活用し、関係する医療機

関が連携することにより、地域の患者や住民が適切な医療を選択し、病期に適した質の

高い医療が受けられるよう、「生涯を通じて健康で安心して暮らせる地域保健医療体制の

確立」を基本目標として、総合的に施策を推進しています。

こうした中、いわゆる団塊の世代が全て 歳以上となる平成 年（ 年）には、

高齢化の進行に伴う医療需要の増大が見込まれており、より効率的で質の高い医療提供

体制を構築していくことが必要となっています。

このため、平成 年（ 年）６月に成立した「医療介護総合確保推進法」（医療法

の改正）に基づき、地域における医療提供体制の将来のあるべき姿を示し、地域にふさ

わしいバランスのとれた医療機能の分化と連携の推進を図る「山口県地域医療構想」を

策定するものです。

なお、構想の策定に当たっては、二次保健医療圏ごとに「地域医療構想策定協議会」

を設置し、医療関係者や住民等の意見をいただきながら、取り組んできたところです。

２ 構想の位置付け

この構想は、医療法第 条の４第２項の規定に基づき、地域における病床の機能の分

化及び連携を推進するため、将来の医療提供体制に関する次の事項を定めるものです。

□ 病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量、将来の居宅等における医療の必

要量（平成 年（ 年）の医療需要と病床の必要量）

□ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携の推進に関する事項

（目指すべき医療提供体制を実現するための施策）

この構想は、第６次山口県保健医療計画の記載事項の一部となるものです。

また、市町が策定（改定）する介護保険事業計画との整合性を確保しながら、地域包

括ケアシステムの構築に向けた取組を進めていきます。



３ 構想の目標年次

この構想の実現に向けた目標年次は、平成 年（ 年）とします。

４ 構想区域の設定

第６次山口県保健医療計画においては、医療機関の機能分担と連携に基づく医療サー

ビスを県民に提供するための地域的単位として、８区域の二次保健医療圏を設定してい

ます。

地域医療構想の区域については、医療法施行規則の規定により、二次保健医療圏を基

本とし、医療需要の動向、医療従事者・医療提供施設の配置の状況等を考慮し、地域に

おける病床機能の分化・連携を推進する区域を単位として設定することとされているこ

とから、構想区域は、第６次山口県保健医療計画に定める二次保健医療圏とします。

構想区域（二次保健医療圏） 構 成 市 町

岩国保健医療圏 岩国市、和木町

柳井保健医療圏 柳井市、周防大島町、上関町、田布施町、平生町

周南保健医療圏 下松市、光市、周南市

山口・防府保健医療圏 山口市、防府市

宇部・小野田保健医療圏 宇部市、美祢市、山陽小野田市

下関保健医療圏 下関市

長門保健医療圏 長門市

萩保健医療圏 萩市、阿武町
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第２章 本県の現状と課題

１ 人口の推移

本県の総人口は、昭和 年（ 年）には、 万人に達しましたが、その後、減少

が続き、平成 年（ 年）には、 人となっています。

また、平成 年（ 年）には 人、平成 年（ 年）には

人となり、平成 年に比べそれぞれ ％、 ％減少すると見込まれています。

年齢構成別に見ると、全国的に高齢化が進む中、本県では、平成 年（ 年）に

初めて高齢化率が３割を超え、平成 年（ 年）には、３人に１人が 歳以上の高

齢者となっています。

平成 年（ 年）における０歳から 歳までの年齢人口は 人、 歳から

歳までの年齢人口は 人となっていますが、平成 年（ 年）には、それ

ぞれ 人、 人となり、 ％、 ％減少すると見込まれています。

一方、平成 年（ 年）における 歳以上の人口は 人、 歳以上の人口

は 人となっていますが、平成 年（ 年）には、それぞれ 人、

人となり、 ％、 ％増加すると見込まれています。

年齢別人口の推移と将来推計

出典：昭和 ～平成 年 国勢調査

平成 ～ 年 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 年３月推計）」

○ 全国に比べ約 年早く高齢化が進行

○ ３人に１人が高齢者という全国でも有数の超高齢社会

○ 将来にわたり持続可能な医療提供体制の確保が必要
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２ 医療提供施設等の状況

医療機関・薬局数

平成 年（ 年）の本県の医療機関・薬局数は、病院が 、一般診療所が 、

歯科診療所が 、薬局が となっています。平成 年に比べ、病院は同数、一般

診療所は２施設減、歯科診療所は９施設増、薬局は 施設増となっています。

人口比で全国と比べると、病院、一般診療所、薬局は全国平均を上回り、歯科診療

所は全国平均を下回っています。

（単位 施設）

構想区域
病 院 一般診療所

施設数 人口比 再掲 精神 施設数 人口比 再掲 有床

山口県

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

全 国

構想区域
歯科診療所 薬 局

施設数 人口比 施設数 人口比

山口県

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

全 国

人口比：人口 万人当たりの施設数（山口県市町年齢別推計人口（平成 年 月１日現在）を使用）

出典：病院、一般診療所、歯科診療所 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

薬局 厚生労働省「衛生行政報告例」（平成 年 月 日現在）、山口県調査（平成 年１月１日現在）



県内の救命救急センター・周産期母子医療センター

○ 救命救急センターや周産期母子医療センター等、高度な医療を行う医療機関

が山陽側に偏在

○ 救命救急センター等のない地域や、離島・山間部等から、救命救急センター

等へのアクセスに時間を要する状況
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山口赤十字病院

済生会下関総合病院

山口大学医学部

附属病院

関門医療センター

県立総合医療センター
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構想区域
在宅療養支援病院 在宅療養支援診療所 訪問看護事業所

施設数 人口比 施設数 人口比 施設数 人口比

山口県

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

全 国

人口比：人口 万人当たりの施設数（山口県市町年齢別推計人口（平成 年 月１日現在）を使用）

出典：在宅療養支援病院・診療所 山口県 山口地方厚生局 届出受理医療機関名簿（平成 年９月）

全国 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

訪問看護事業所 山口県 山口県介護保健サービス事業所データベース（平成 年８月）

全国 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（平成 年 月１日現在）

歳以上人口 万人当たりの在宅患者訪問診療実施件数（平成 年９月）

出典：在宅患者訪問診療実施件数 厚生労働省「平成 年度医療施設調査」

歳以上人口 総務省統計局「人口推計」（平成 年 月 日現在）

○ 在宅患者に対する訪問診療の実施状況が低調

○ 在宅医療提供体制の構築が必要

件

全国平均



基準病床数

基準病床数は、医療法第 条の４第２項第 号の規定に基づき医療計画に定める

こととなっています。これは、保健医療圏ごとに病院及び診療所について、望ましい

病床数の水準を示し、病床の適正配置を促進するために設定されるもので、現行の第

６次保健医療計画で定めた病床数は、次のとおりです。

（単位 床）

病床区分 保健医療圏 基準病床数 許可病床数

一般病床

及び

療養病床

山口県

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

精神病床 県全域

結核病床 県全域

感染症病床 県全域

出典：許可病床数 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

平均在院日数・病床利用率

平成 年（ 年）の本県の平均在院日数は 日（一般病床 、療養病床 ）

で、平成 年（ 年）に比べ 日短くなっており、病床の利用率は ％（一般

病床 、療養病床 ）で、平成 年（ 年）より ％低くなっています。

全国と比べると、平均在院日数は全国に比べ長く、病床利用率は全国に比べ高くな

っています。

構想区域

一般病床 療養病床 計

在院日数

（日）

利用率

（％）

在院日数

（日）

利用率

（％）

在院日数

（日）

利用率

（％）

山口県

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

全 国

出典：厚生労働省「病院報告」（平成 年）
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出典：厚生労働省「病院報告」（平成 年）

医療従事者

平成 年（ 年）に県内の医療施設に従事する医師数は 人、歯科医師数

は 人、薬剤師数は 人、看護職員数は 人となっています。

人口比で全国と比べると、医師数と看護職員数は全国を上回っており、薬剤師はほ

ぼ同じ水準、歯科医師数は下回っています。

（単位 人）

構想区域
医師 歯科医師 薬剤師 看護職員

人数 人口比 人数 人口比 人数 人口比 人数 人口比

山口県

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

全 国

人口比：人口 万人当たりの人数（山口県市町年齢別推計人口（平成 年 月１日現在）を使用）

出典：医師、歯科医師、薬剤師 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成 年 月 日現在）

看護職員 衛生行政報告例（平成 年 月 日現在）

歳未満の医師数の推移 看護職員の需給見通し

出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 出典：山口県「第七次山口県看護職員需給見通し」

○ 地域間で医師が偏在し、若手医師が年々減少

○ 看護職員は増加しているものの、不足する状況は継続

全国 山口県 需要数 供給数

※ 平成 年＝

人

※ 人数は常勤換算



３ 病床機能報告

制度の概要

「病床機能報告制度」は、地域における病床の機能の分化及び連携を推進するため、

一般病床や療養病床を有する病院及び有床診療所が、機能区分（高度急性期、急性期、

回復期、慢性期）別の病床数や、入院患者に提供する医療の内容等を、毎年、都道府

県に報告する制度であり、平成 年（ 年）の医療法の改正により創設されたも

のです。

病床の機能区分

区 分 内 容

高度急性期機能

○急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い

医療を提供する機能

（救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユニット、新生児集中治療室、新

生児治療回復室、小児集中治療室、総合周産期集中治療室であるなど、

急性期の患者に対して診療密度が特に高い医療を提供する病棟）

急 性 期 機 能 ○急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能

回 復 期 機 能

○急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーショ

ンを提供する機能

○特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、

ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集中的に

提供する機能（回復期リハビリテーション機能）

慢 性 期 機 能

○長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能

○長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、

筋ジストロフィー患者又は難病患者等を入院させる機能

なお、病床機能報告制度は、病棟を単位として、各医療機関の判断により機能を選

択して報告することとされており、機能を区分する定量的な基準等については、厚生

労働省において精緻化に向けた検討が行われています。



３ 病床機能報告

制度の概要

「病床機能報告制度」は、地域における病床の機能の分化及び連携を推進するため、

一般病床や療養病床を有する病院及び有床診療所が、機能区分（高度急性期、急性期、

回復期、慢性期）別の病床数や、入院患者に提供する医療の内容等を、毎年、都道府

県に報告する制度であり、平成 年（ 年）の医療法の改正により創設されたも

のです。

病床の機能区分

区 分 内 容

高度急性期機能

○急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い

医療を提供する機能

（救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユニット、新生児集中治療室、新

生児治療回復室、小児集中治療室、総合周産期集中治療室であるなど、

急性期の患者に対して診療密度が特に高い医療を提供する病棟）

急 性 期 機 能 ○急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能

回 復 期 機 能

○急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーショ

ンを提供する機能

○特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、

ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集中的に

提供する機能（回復期リハビリテーション機能）

慢 性 期 機 能

○長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能

○長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、

筋ジストロフィー患者又は難病患者等を入院させる機能

なお、病床機能報告制度は、病棟を単位として、各医療機関の判断により機能を選

択して報告することとされており、機能を区分する定量的な基準等については、厚生

労働省において精緻化に向けた検討が行われています。

平成 年（ 年）報告結果

平成 年（ 年）の集計は、 施設（病院 施設，有床診療所 施設）を

対象に実施し、報告結果については、次のとおりとなっています。

（単位 床、（ ）内は各機能別病床の割合 ％）

構想区域 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 未選択 病床計

山口県

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

全 国 ―

※ 医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会による推計

出典：「医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会第１次報告」

○ 病床機能の偏在（慢性期機能が多く、回復期機能が少ない）

10.9% 

13.6% 

0.0% 

0.0% 

7.7% 

16.2% 

14.8% 

14.0% 

0.0% 

27.7% 

12.1% 

33.6% 

47.6% 

39.9% 

62.0% 

31.7% 

36.3% 

39.7% 

34.2% 

20.6% 

21.5% 

33.8% 

31.5% 

10.4% 

2.1% 

0.0% 

15.8% 

6.4% 

10.8% 

11.9% 

1.6% 

10.6% 

9.6% 

24.0% 

28.4% 

58.0% 

38.0% 

44.7% 

41.1% 

34.7% 

39.9% 

77.8% 

40.1% 

44.6% 

全国推計(2025年) 

全国 

萩 

長門 

下関 

宇部・小野田 

山口・防府 

周南 

柳井 

岩国 

山口県 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 



４ 介護保険施設等の状況

本県の療養病床及び介護保険施設等の状況は、次のとおりとなっています。

歳以上人口当たりの数字を全国と比較すると、療養病床は全国の約２倍となっており、

介護保険施設については全国とほぼ同程度となっています。

構想区域 療養病床

介護老人

福祉施設

定員

介護老人

保健施設

定員

有料老人

ホーム

定員

サービス

付き高齢者

向け住宅

登録戸数

計
歳以上

人口

（床） （人） （人） （人） （戸） （人）

山口県

岩国

柳井

周南

山口・

防府

宇部・

小野田

下関

長門

萩

全 国

は 歳以上人口千人当たりの数（山口県市町年齢別推計人口（平成 年 月１日現在）を使用）

出典：療養病床 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

介護老人福祉施設定員、介護老人保健施設定員 山口県調査（平成 年３月 日時点）

有料老人ホーム定員、サービス付き高齢者向け住宅登録戸数 山口県調査（平成 年４月 日時点）



４ 介護保険施設等の状況

本県の療養病床及び介護保険施設等の状況は、次のとおりとなっています。

歳以上人口当たりの数字を全国と比較すると、療養病床は全国の約２倍となっており、

介護保険施設については全国とほぼ同程度となっています。

構想区域 療養病床

介護老人

福祉施設

定員

介護老人

保健施設

定員

有料老人

ホーム

定員

サービス

付き高齢者

向け住宅

登録戸数

計
歳以上

人口

（床） （人） （人） （人） （戸） （人）

山口県

岩国

柳井

周南

山口・

防府

宇部・

小野田

下関

長門

萩

全 国

は 歳以上人口千人当たりの数（山口県市町年齢別推計人口（平成 年 月１日現在）を使用）

出典：療養病床 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

介護老人福祉施設定員、介護老人保健施設定員 山口県調査（平成 年３月 日時点）

有料老人ホーム定員、サービス付き高齢者向け住宅登録戸数 山口県調査（平成 年４月 日時点）

第３章 平成 年（ 年）の医療需要と病床の必要量

１ 「将来の病床数の必要量」（必要病床数）の推計方法

推計の考え方

地域医療構想においては、医療法に基づき、「構想区域における将来の病床数の必要

量（必要病床数）」を定めることとされています。

これは、地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化・連携を適切に進め、

将来にわたり持続可能な医療提供体制の確保に向けて、不足する医療機能の充足等を

図るものです。

必要病床数の推計は、厚生労働省から提供された基礎データ（平成 年度（

年度）のレセプト（診療報酬等明細書）データ等から作成）を基に、医療法施行規則

や「地域医療構想策定ガイドライン」（厚生労働省医政局長通知）で定められた算定方

法により算出することとされています。

【高度急性期・急性期・回復期機能の医療需要の推計の考え方】

○平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等から算出した性・年齢階級別の入院受

療率（入院患者数の割合）と、平成 年（ 年）における性・年齢階級別人口推

計に基づき推計

○高度急性期、急性期、回復期、慢性期の境界点を、患者１日当たりの診療報酬の出来高点

数の合計（入院基本料等を除く）で 点（Ｃ１）、 点（Ｃ２）、 点（Ｃ３）

として推計

出典：厚生労働省「地域医療構想策定ガイドライン」

※ 在宅復帰に向けた調整を要する幅を見込み 点で区分して推計する。なお、 点未満の患者数については、

慢性期機能及び在宅医療等の患者数として一体的に推計する。



【慢性期機能及び在宅医療等の医療需要の推計の考え方】

○医療の必要性の低い入院患者について、介護施設等を含む在宅医療等での対応を支援、促

進することを前提とする

○療養病床入院患者数のうち、医療区分１（医師等により、常時監視・管理を実施している

状態（医療区分３）や難病、脊椎損傷、肺炎等の疾患等を有する者（医療区分２）より軽

度の者）の患者の ％を在宅医療等で対応する患者数として推計

○慢性期の医療需要については、入院受療率の地域差が生じていることから、この差を一定

の幅の中で縮小させる目標を設定して推計（３パターンにより推計）

・入院受療率を全国最小値まで低下させる場合「パターンＡ」

・全国最大値を全国中央値まで低下させる一定の割合で低下させる場合「パターンＢ」

・パターンＢの目標年次を５年延長し、平成 年（ 年）とする場合における平

成 年（ 年）時点の推計「パターンＣ（特例）」

○その他、以下について慢性期機能又は在宅医療等の医療需要として推計

・一般病床の障害者数、難病患者数について、慢性期機能の医療需要として推計

・在宅患者訪問診療料を算定している患者数について、在宅医療等の医療需要として推計

・介護老人保健施設の施設サービス受給者数について、在宅医療等の医療需要として推計

慢性期機能及び在宅医療等の医療需要のイメージ

出典：厚生労働省「地域医療構想策定ガイドライン」

注）在宅医療等とは、居宅、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設、そ

の他医療を受ける者が療養生活を営むことができる場所であって、現在の病院・診療所以外の場所において

提供される医療を指し、現在の療養病床以外でも対応可能な患者の受け皿となることも想定

都道府県別療養病床の性・年齢階級調整入院受療率（平成 年（ 年））
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【慢性期機能及び在宅医療等の医療需要の推計の考え方】

○医療の必要性の低い入院患者について、介護施設等を含む在宅医療等での対応を支援、促

進することを前提とする

○療養病床入院患者数のうち、医療区分１（医師等により、常時監視・管理を実施している

状態（医療区分３）や難病、脊椎損傷、肺炎等の疾患等を有する者（医療区分２）より軽

度の者）の患者の ％を在宅医療等で対応する患者数として推計

○慢性期の医療需要については、入院受療率の地域差が生じていることから、この差を一定

の幅の中で縮小させる目標を設定して推計（３パターンにより推計）

・入院受療率を全国最小値まで低下させる場合「パターンＡ」

・全国最大値を全国中央値まで低下させる一定の割合で低下させる場合「パターンＢ」

・パターンＢの目標年次を５年延長し、平成 年（ 年）とする場合における平

成 年（ 年）時点の推計「パターンＣ（特例）」

○その他、以下について慢性期機能又は在宅医療等の医療需要として推計

・一般病床の障害者数、難病患者数について、慢性期機能の医療需要として推計

・在宅患者訪問診療料を算定している患者数について、在宅医療等の医療需要として推計

・介護老人保健施設の施設サービス受給者数について、在宅医療等の医療需要として推計

慢性期機能及び在宅医療等の医療需要のイメージ

出典：厚生労働省「地域医療構想策定ガイドライン」

注）在宅医療等とは、居宅、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設、そ

の他医療を受ける者が療養生活を営むことができる場所であって、現在の病院・診療所以外の場所において

提供される医療を指し、現在の療養病床以外でも対応可能な患者の受け皿となることも想定

都道府県別療養病床の性・年齢階級調整入院受療率（平成 年（ 年））
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状
】

【将

来
】

中央値

①障害者・

難病患者

数

④現時点で訪問診療

を受けている患者数

③一般病床

で 基準未

満の患者数

⑤現時点
の老健施
設の入所
者数

回復期

機能

②療養病床の

入院患者数

回復期

リハ病棟

の患者数

医療区

分１の

７０％

地域差

の解消

慢性期機能 及び 在宅医療等

出典：第７回地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会 参考資料

注： 都道府県の推計入院患者数は、患者住所地別に算出したものである。
福島県の数値については、東日本大震災の影響で平成 年患者調査を実施しなかったため、平成 年福島

県患者調査の結果を用いている。

宮城県については石巻医療圏、気仙沼医療圏を除いた数値である。

療養病床の入院受療率における地域差の解消の考え方（パターンＡ、Ｂ）

出典：厚生労働省「地域医療構想策定ガイドライン」

目標達成年次を平成 年（ 年）とする場合の必要病床数の考え方（パターンＣ）

【要件】当該構想区域の減少率がパターンＢによる慢性期病床の減少率の全国中央値よりも大きい、

かつ、高齢者単身世帯割合が全国平均よりも大きい。

出典：医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会

「医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会第１次報告」

○医療需要推計

医療需要の推計に当たっては、構想区域（二次保健医療圏）ごとに、患者住所地での医療

需要をとりまとめた「患者住所地別」、現在の医療提供体制（圏域間の入院患者の流出入）

が変わらないと仮定した「医療機関所在地別」の推計を行うこととされています。

○必要病床数推計

必要病床数は、医療需要を病床稼働率で割り戻して算定したものです。なお、医療法施行

規則の規定等により、機能ごとに病床稼働率を設定し、高度急性期については ％、急性

期については ％、回復期については ％、慢性期については ％とすることとされ

ています。

※ただし、受療率が全国最小値 県単位 未満の構想区域について

は、平成 年 年 の受療率を用いて推計することとする。 ※ただし、受療率が全国最小値 県単位 未満の構想区域について

は、平成 年 年 の受療率を用いて推計することとする。



医療需要の推計結果

パターンＡ

入院受療率を全国最小値まで低下させる場合

医療需要推計 （単位 人／日）

構想区域
高度急性期機能 急性期機能 回復期機能 慢性期機能 合 計

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

県 計

必要病床数推計 （単位 床）

構想区域
高度急性期機能 急性期機能 回復期機能 慢性期機能 合 計

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

県 計



医療需要の推計結果

パターンＡ

入院受療率を全国最小値まで低下させる場合

医療需要推計 （単位 人／日）

構想区域
高度急性期機能 急性期機能 回復期機能 慢性期機能 合 計

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

県 計

必要病床数推計 （単位 床）

構想区域
高度急性期機能 急性期機能 回復期機能 慢性期機能 合 計

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

県 計

パターンＢ

全国最大値を全国中央値まで低下させる一定の割合で低下させる場合

医療需要推計 （単位 人／日）

構想区域
高度急性期機能 急性期機能 回復期機能 慢性期機能 合 計

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

県 計

必要病床数推計 （単位 床）

構想区域
高度急性期機能 急性期機能 回復期機能 慢性期機能 合 計

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

県 計



パターンＣ（特例）

パターンＢの目標年次を５年延長し、平成 年（ 年）とする場合における平成

年（ 年）時点の推計

医療需要推計 （単位 人／日）

構想区域 高度急性期機能 急性期機能 回復期機能 慢性期機能 合 計

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

県 計

必要病床数推計 （単位 床）

構想区域 高度急性期機能 急性期機能 回復期機能 慢性期機能 合 計

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

県 計

本県においては、全ての構想区域（二次保健医療圏）において、慢性期病床の

減少率が全国中央値より大きく、かつ、高齢者単身世帯割合が全国平均よりも大

きいことから、特例要件に該当します。このため、全ての構想区域において、特

例（パターンＣ）により推計を行うこととします。



パターンＣ（特例）

パターンＢの目標年次を５年延長し、平成 年（ 年）とする場合における平成

年（ 年）時点の推計

医療需要推計 （単位 人／日）

構想区域 高度急性期機能 急性期機能 回復期機能 慢性期機能 合 計

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

県 計

必要病床数推計 （単位 床）

構想区域 高度急性期機能 急性期機能 回復期機能 慢性期機能 合 計

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

医療機関

所在地別

患 者

住所地別

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

県 計

本県においては、全ての構想区域（二次保健医療圏）において、慢性期病床の

減少率が全国中央値より大きく、かつ、高齢者単身世帯割合が全国平均よりも大

きいことから、特例要件に該当します。このため、全ての構想区域において、特

例（パターンＣ）により推計を行うこととします。

本県においては、他県に比して、各構想区域（二次保健医療圏）の完結率は高い状

況にありますが、医療機能によっては、圏域間の入院患者の流出入が生じています。

二次保健医療圏の完結率（現在の流出入状況と同じ場合）

出典：厚生労働省 医療計画作成支援データブック「受療動向分析ツール」一般入院基本料・全年齢

注）当ツールは、ＮＤＢのデータのうち、国民健康保険と後期高齢者医療のレセプトデータを使用

平成 年（ 年）の県内圏域間の入院患者の流出入（現在の流出入状況と同じ場合）

（単位：人／日）

岩国 柳井 周南
山口・

防府

宇部・

小野田
下関 長門 萩

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

患

者

住

所

地

医療機関所在地

高度急性期
岩国 柳井 周南

山口・

防府

宇部・

小野田
下関 長門 萩

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

急性期

医療機関所在地

患

者

住

所

地

岩国 柳井 周南
山口・

防府

宇部・

小野田
下関 長門 萩

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

回復期

医療機関所在地

患

者

住

所

地

岩国 柳井 周南
山口・

防府

宇部・

小野田
下関 長門 萩

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

患

者

住

所

地

慢性期

医療機関所在地

注）「 」は 以上 未満を指す

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

岩国

柳井

周南

山口・防府

宇部・小野田

下関

長門

萩

島根県

広島県

福岡県



必要病床数の推計に当たり、第６次保健医療計画において定める二次保健医療圏が、

「入院治療が必要な一般の医療需要（高度・特殊な医療サービスを除く）に対応する

ために設定する区域」とされていることや、地域医療構想策定ガイドラインにおいて、

「高度急性期は診療密度が特に高い医療を提供することが必要となるため、必ずしも

構想区域内で完結することを求めるものではない」とされる一方で、「急性期、回復期

及び慢性期の機能区分については、できるだけ構想区域内で対応することが望ましい」

とされていることを踏まえ、

□ 高度急性期機能については、医療機関所在地別推計

（現在の地域間の連携体制を基本として医療機能の充実を目指す）

□ 急性期・回復期・慢性期機能については、患者住所地別推計

（地域の患者は地域の医療機関で対応していくことを目指す）

により推計を行うこととします。

都道府県間の調整

本県においては、島根、広島、福岡の各県との間で、医療機能の一部について、一

定量以上の患者の流出入が生じています。

必要病床数の推計に当たって、県間の入院患者の流出入数については、地域医療構

想策定ガイドライン等に基づき、県間の協議により、次のとおり調整を行います。

山口県から島根県への流出入 ±０

山口県から広島県への流出 １６９床

福岡県から山口県への流入 ２１床



必要病床数の推計に当たり、第６次保健医療計画において定める二次保健医療圏が、

「入院治療が必要な一般の医療需要（高度・特殊な医療サービスを除く）に対応する

ために設定する区域」とされていることや、地域医療構想策定ガイドラインにおいて、

「高度急性期は診療密度が特に高い医療を提供することが必要となるため、必ずしも

構想区域内で完結することを求めるものではない」とされる一方で、「急性期、回復期

及び慢性期の機能区分については、できるだけ構想区域内で対応することが望ましい」

とされていることを踏まえ、

□ 高度急性期機能については、医療機関所在地別推計

（現在の地域間の連携体制を基本として医療機能の充実を目指す）

□ 急性期・回復期・慢性期機能については、患者住所地別推計

（地域の患者は地域の医療機関で対応していくことを目指す）

により推計を行うこととします。

都道府県間の調整

本県においては、島根、広島、福岡の各県との間で、医療機能の一部について、一

定量以上の患者の流出入が生じています。

必要病床数の推計に当たって、県間の入院患者の流出入数については、地域医療構

想策定ガイドライン等に基づき、県間の協議により、次のとおり調整を行います。

山口県から島根県への流出入 ±０

山口県から広島県への流出 １６９床

福岡県から山口県への流入 ２１床

【島根県との調整の考え方】

島根県との間において、急性期機能については本県からの流出、慢性期機能につい

ては本県への流入となっていますが、島根県との協議により、患者住所地で推計する

こととします。

構想区域 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

萩
流出

床相当

流入

床相当
±０

【広島県との調整の考え方】

広島県との間において、合計で本県からの流出となっていますが、広島県との協議

により、患者住所地で推計することとします。

構想区域 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

岩 国
流出

床相当

流出

床相当

流出

床相当

流出

床相当

柳 井
流出

床相当

流入

床相当

流入

床相当

計
流出

床相当

流出

床相当

流出

床相当

流出

床相当

【福岡県との調整の考え方】

福岡県との間において、急性期機能については本県からの流出、慢性期機能・回復

期機能については本県への流入となっていますが、福岡県との協議により、医療機関

所在地で推計することとし、本県に 床を計上することとします。

構想区域 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

下 関
流出

床相当

流入

床相当

流入

床相当

流入

床相当

（調整）
医療機関所在地

△ 床

医療機関所在地

＋ 床

医療機関所在地

＋ 床
＋ 床



構想区域間の調整

入院患者の流出入が特に多い県東部地域において、柳井、周南保健医療圏の必要病

床数は、４機能を合計した患者住所地別推計、医療機関所在地別推計のいずれも下回

ることとなります。

（単位 床）

区域 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

岩国 ～ ～ ～ ～ ～

柳井 ～ ～ ～ ～ ～

周南 ～ ～ ～ ～ ～

各機能の左列は「医療機関所在地別推計」、右列は「患者住所地別推計」

【回復期】 （単位 床） 【慢性期】 （単位 床）

岩国 → 広島

↑

周南 ← 柳井

岩国 → 広島

↓

周南 → 柳井

これは、医療機能の一部について、入院患者の流入が特に多いことから生じている

ものであり、県東部地域においては、広島県への流出患者数を本県に計上することと

したことを踏まえ、患者の流入の多い医療機能の一部について、他の医療圏を補完す

ることを想定し、推計値の範囲を上限として調整を行います。

（単位 床）

回復期機能 慢性期機能 計

岩国保健医療圏 △ △ △

柳井保健医療圏 △ ＋ ＋

周南保健医療圏 ＋ △ ＋
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回復期機能 慢性期機能 計

岩国保健医療圏 △ △ △

柳井保健医療圏 △ ＋ ＋

周南保健医療圏 ＋ △ ＋

２ 必要病床数の推計結果

以上の考え方を踏まえて推計した平成 年（ 年）の必要病床数は、次のとおり

となります。

病床機能報告結果との比較 （単位 床）

構想区域 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 未選択 合 計

岩国

病床機能報告

必要病床数推計 － －

– △ △

柳井

病床機能報告

必要病床数推計 － －

– △ △

周南

病床機能報告

必要病床数推計 － －

– △

山口・

防府

病床機能報告

必要病床数推計 － －

– △

宇部・

小野田

病床機能報告

必要病床数推計 － －

– △

下関

病床機能報告

必要病床数推計 － －

– △

長門

病床機能報告

必要病床数推計 － －

– △ △

萩

病床機能報告

必要病床数推計 － －

– △ △

県 計

病床機能報告

必要病床数推計 － －

– △

この必要病床数は、「地域における医療提供体制のあるべき姿」の方向性を示すもので

あり、医療機関の自主的な取組を進めるための「達成を目指すべき指標」とされていま

す。

また、必要病床数は、医療法等に基づき推計を行ったものであり、これを基に稼働し

ている病床を必要病床数まで機械的・強制的に削減するものではありません。



３ 「将来の居宅等における医療の必要量」の推計

平成 年度（ 年度）の訪問診療や介護老人保健施設の利用者数を基にした将来

推計に、将来、新たに在宅医療等での対応を見込む医療需要を加えた、平成 年（

年）の在宅医療等の医療需要の推計結果は、次のとおりとなります。

（単位 人／日）

構想区域 在宅医療等の医療需要

岩国 ２，１４１

柳井 １，６２５

周南 ３，４７０

山口・防府 ４，４６１

宇部・小野田 ４，２５４

下関 ４，９２４

長門 ４０１

萩 ９０３

県 計 ２２，１７９

今後の高齢化による医療需要の増大に対応するため、慢性期機能については入院医療

と介護施設等を含む在宅医療等をあわせて確保することが不可欠であることから、在宅

医療等の充実を支援していく必要があります。

【在宅医療等の医療需要の推計の考え方】

平成 年度（ 年度）の以下の実績を基に、平成３７年（ 年）における性・

年齢階級別人口推計に基づき推計

○在宅患者訪問診療料を算定している患者数

○介護老人保健施設の施設サービス受給者数

○医療の必要性の低い入院患者について、介護施設等を含む在宅医療等での対応を支援、促進

することとして、以下を在宅医療等の医療需要として推計

・療養病床入院患者数のうち、医療区分１（医師等により、常時監視・管理を実施している

状態（医療区分３）や難病、脊椎損傷、肺炎等の疾患等を有する者（医療区分２）より軽

度の者）の患者の ％を在宅医療等で対応する患者数として推計

・慢性期の医療需要については、入院受療率の地域差が生じていることから、この差を一定

の幅の中で縮小させる目標を設定して推計（本県はパターンＣ（特例）を適用）

注） 在宅医療等とは、居宅、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設、その

他医療を受ける者が療養生活を営むことができる場所であって、現在の病院・診療所以外の場所において提供

される医療を指し、現在の療養病床以外でも対応可能な患者の受け皿となることも想定
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注） 在宅医療等とは、居宅、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設、その

他医療を受ける者が療養生活を営むことができる場所であって、現在の病院・診療所以外の場所において提供

される医療を指し、現在の療養病床以外でも対応可能な患者の受け皿となることも想定

４ 「療養病床の在り方等に関する検討会」における検討結果

慢性期の医療ニーズに対応する今後の医療・介護サービス提供体制について、療養病

床の在り方をはじめ、具体的な改革の選択肢の整理等を行うため、国は、専門家からな

る「療養病床の在り方等に関する検討会」を設置し、「介護療養病床を含む療養病床の今

後の在り方」「慢性期の医療・介護ニーズに対応するための療養病床以外の医療・介護サ

ービス提供体制の在り方」についての検討を行いました。

「考えられる選択肢」（新たな選択肢の整理）

○ 現行の介護療養病床・医療療養病床（ 対１）が提供している機能を担う選択肢

として、新たな選択肢を考えるに当たって、「住まい」の機能の強化を中心とすると、

① 医療を内包した施設類型

② 医療を外から提供する、「住まい」と医療機関の併設類型

が考えられる。

○ 療養病床を有する個々の医療機関の選択肢としては、これら新たな類型に移行す

る、医療療養病床（ 対１）や介護老人保健施設、有料老人ホーム等の既存の類型

に移行する、あるいは複数の類型と組み合わせて移行する等、多様な対応の選択肢

が考えられる。

出典：厚生労働省「療養病床・慢性期医療の在り方の検討に向けて～サービス提供体制の新たな選択肢の整理案に

ついて～に関する参考資料」

「新たな類型」は、社会保障審議会医療部会や介護保険部会等において、個別の制度

や法律等について議論を行うことを前提として提示するものとされており、今後の制度

化等の動向を踏まえて、検討を行います。

（注） 居住スペースと医療機関の併設に

ついて、現行制度においても併設は可能

だが、移行を促進する観点から、個別の

類型としての基準の緩和について併せて

検討することも考えられる



第４章 各構想区域の状況

１ 岩国保健医療圏

地域の概況

① 地勢等

本圏域は、岩国市、和木町の１市１町で構成されており、３つの有人離島を有し、

面積は、県全体の ％を占めています。

地理的には、東部に市街地等が集中する一方、北部は山間地が多く、過疎化が進

み、交通アクセスにも難があります。

② 人口

人口は、平成 年（ 年）の 人が、平成 年（ 年）には

人（平成 年比 ）、平成 年（ 年）には 人（同 ）に減

少すると予測されています。一方、 歳以上人口は、平成 年（ 年）の

人が、平成 年（ 年）には 人（同 ）に増加した後、平成 年

（ 年）には 人（同 ）に減少すると予測されています。

岩国保健医療圏の人口推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 年３月推計）」

全体

歳以上

人
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③ 医療機関・病床の状況

本圏域には、 の病院と の一般診療所、 の歯科診療所、 の薬局があり

ます。また、平成 年（ 年）病床機能報告結果によると、高度急性期 床、

急性期 床、回復期 床、慢性期 床となっており、回復期の病床が極端に

少ない状況にあります。

本圏域には、高度急性期・急性期医療を担うＤＰＣ病院が２病院ありますが、旧

錦町・旧本郷村で病院までの移動に 分以上を要する地域があります。

医療機関・薬局数

病院 一般診療所 歯科診療所 薬局

施設数 人口 万対 施設数 人口 万対 有床施設数 施設数 人口 万対 施設数 人口 万対

圏域

全県

出典：病院、一般診療所、歯科診療所 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

薬局 厚生労働省「衛生行政報告例」（平成 年 月末現在）、山口県調査（平成 年１月１日現在）

平成 年（ 年）病床機能報告結果 （単位：床）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 未選択 合計

５０６

（ ％）

３９３

（ ％）

１９３

（ ％）

７３２

（ ％）

０ １９ １，８４３

ＤＰＣ参加病院の総患者数

岩
国

市
医
療

セ
ン

タ
ー

医
師

会
病
院

国
立
病
院
機
構

岩
国

医
療
セ
ン
タ
ー

神経系 眼科系 耳鼻咽頭科系

呼吸器系 循環器系 消化器系

筋骨格系 皮膚・皮下組織 乳房

内分泌・栄養・代謝 腎・尿路系・男性生殖器系 女性生殖器系

血液・造血器・免疫臓器 新生児・先天性奇形 小児

外傷・熱傷・中毒 精神 その他

（人）



ＤＰＣ参加病院の診療実績に基づく傷病別人口カバー率

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

ＤＰＣ参加病院のカバーエリア

【くも膜下出血】 【急性心筋梗塞】

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

狭心症、慢性虚血性心疾患

急性心筋梗塞、再発性心筋梗塞

脳梗塞

非外傷性硬膜下血腫

非外傷性頭蓋内血腫

未破裂脳動脈瘤

くも膜下出血、破裂脳動脈瘤

分以内 分以内 分以内 分以内 分超

岩国医療センター

岩国市医療センター

医師会病院

光総合病院
周東総合病院

周南記念病院

広島総合病院

徳山中央病院

凡例： 分以内 分以内 分以内 分以内 分超

岩国医療センター

岩国市医療センター

医師会病院

光総合病院
周東総合病院

周南記念病院

広島総合病院

徳山中央病院

ＤＰＣ（ ）とは、診断と処置の組み合わせによる診断群分類のこと。ＤＰ

Ｃを利用した包括支払システムを （ １日当たり包括支払い制度）という。

参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。



④ 平成 年 年 の患者流出入状況

（単位：人／日）

流出 流入 流出入計

高度急性期 △

△主 な

流出入先

広島 未満 柳井 未満

広島西 未満 広島西 未満

周南 未満 周南 未満

急性期 △

△主 な

流出入先

広島西 △ 柳井

広島 △ 広島西 未満

柳井 未満 周南 未満

回復期 △

△主 な

流出入先

広島西 △ 柳井

広島 △ 広島西 未満

周南 △ 益田 未満

慢性期 △

△主 な

流出入先

柳井 △ 柳井

広島西 △ 周南

周南 △ 広島 未満

ＤＰＣ参加病院の診療実績に基づく傷病別人口カバー率

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

ＤＰＣ参加病院のカバーエリア

【くも膜下出血】 【急性心筋梗塞】

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

狭心症、慢性虚血性心疾患

急性心筋梗塞、再発性心筋梗塞

脳梗塞

非外傷性硬膜下血腫

非外傷性頭蓋内血腫

未破裂脳動脈瘤

くも膜下出血、破裂脳動脈瘤

分以内 分以内 分以内 分以内 分超

岩国医療センター

岩国市医療センター

医師会病院

光総合病院
周東総合病院

周南記念病院

広島総合病院

徳山中央病院

凡例： 分以内 分以内 分以内 分以内 分超

岩国医療センター

岩国市医療センター

医師会病院

光総合病院
周東総合病院

周南記念病院

広島総合病院

徳山中央病院

ＤＰＣ（ ）とは、診断と処置の組み合わせによる診断群分類のこと。ＤＰ

Ｃを利用した包括支払システムを （ １日当たり包括支払い制度）という。

参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は、次のとおりです。

医療需要

（患者住所地）

（人／日）

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの

（医療機関所在地）

（人／日）

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの

（人／日）

必要病床数

（床）

高度急性期 １０５ ９８ ９８ １３１

急 性 期 ３２７ ２９７ ３２７ ４１９

回 復 期 ４１０ ３４２ ４０１ ４４６

慢 性 期 ４９２ ３９２ ４６５ ５０５

計 １，３３４ １，１２９ １，２９１ １，５０１

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） ２，１４１

構想区域（保健医療圏）における課題

○医師、看護師等の医療従事者の不足、特に中核的な医療機関における不足

○他の圏域（柳井、周南、広島西、広島等）への患者の流出（圏域における必要な

医療機能の不足）

○高度急性期機能を担う医療機関の機能強化

○需要が増加する救急医療への対応（初期・二次・三次救急医療提供体制の確保、

適正受診についての住民の理解促進等）

○回復期機能を担う病床の不足

○２４時間対応の訪問看護、かかりつけ医など在宅医療提供体制の確保

○介護施設等の受け皿の確保と連携の強化

○小児・周産期医療、旧郡部などにおけるへき地医療の確保



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は、次のとおりです。

医療需要

（患者住所地）

（人／日）

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの

（医療機関所在地）

（人／日）

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの

（人／日）

必要病床数

（床）

高度急性期 １０５ ９８ ９８ １３１

急 性 期 ３２７ ２９７ ３２７ ４１９

回 復 期 ４１０ ３４２ ４０１ ４４６

慢 性 期 ４９２ ３９２ ４６５ ５０５

計 １，３３４ １，１２９ １，２９１ １，５０１

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） ２，１４１

構想区域（保健医療圏）における課題

○医師、看護師等の医療従事者の不足、特に中核的な医療機関における不足

○他の圏域（柳井、周南、広島西、広島等）への患者の流出（圏域における必要な

医療機能の不足）

○高度急性期機能を担う医療機関の機能強化

○需要が増加する救急医療への対応（初期・二次・三次救急医療提供体制の確保、

適正受診についての住民の理解促進等）

○回復期機能を担う病床の不足

○２４時間対応の訪問看護、かかりつけ医など在宅医療提供体制の確保

○介護施設等の受け皿の確保と連携の強化

○小児・周産期医療、旧郡部などにおけるへき地医療の確保

地域の医療提供体制の将来のあるべき姿

高度急性期・急性期機能

○疾病に応じ、医療機関ごとの機能を明確化し、医療機関が担う医療機能の集約化が

必要です。

○医療機関間の役割分担・相互連携による医療提供体制の整備が必要です。

○患者の状態に応じ、圏域内において機能の確保を進め、あわせて広島西医療圏、広

島医療圏等との連携による医療提供体制の整備が必要です。

○小児・周産期医療体制の充実が必要です。

回復期機能

○圏域において不足している回復期機能を確保し、居住地での円滑な在宅復帰を支援

するため、急性期を担う医療機関を除く医療機関において、回復期リハビリテーシ

ョン病棟や地域包括ケア病棟等の整備が必要です。

慢性期機能・在宅医療等

○在宅医療提供体制の充実強化や介護施設等の受け皿の確保が必要です。

○病状変化時に患者を受け入れる後方支援医療機関（有床診療所を含む）の整備が必

要です。

○医療・介護を担う多職種による連携体制の構築が必要です。

医療連携等

○医療機関間の役割分担・相互連携を進めるとともに、関係者が相互に医療情報を共

有する体制の構築が必要です。

○旧郡部等のへき地医療を維持・確保するための体制の構築が必要です。

○認知症患者への対応を強化するため、一般病院と精神科病院との連携体制の構築が

必要です。



２ 柳井保健医療圏

地域の概況

① 地勢等

本圏域は、柳井市、周防大島町、上関町、田布施町、平生町の１市４町から構成

されており、９つの有人離島を有し、面積は、県全体の を占めています。

地理的には県東南部に位置する瀬戸内海沿岸地域に位置し、豊かな自然及び温暖

な気候に恵まれていますが、郡部は過疎化が進み、離島や半島では交通アクセスに

難があります。

② 人口

人口は、平成 年（ 年）の 人が、平成 年（ 年）には

人（平成 年比 ）、平成 年（ 年）には 人（同 ）に減少

すると予測されています。一方、 歳以上人口は、平成 年（ 年）の

人が、平成 年（ 年）には 人（同 ）に増加した後、平成 年

（ 年）には 人（同 ）に減少すると予測されています。

柳井保健医療圏の人口推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 年３月推計）」

全体

歳以上

人



２ 柳井保健医療圏

地域の概況

① 地勢等

本圏域は、柳井市、周防大島町、上関町、田布施町、平生町の１市４町から構成

されており、９つの有人離島を有し、面積は、県全体の を占めています。

地理的には県東南部に位置する瀬戸内海沿岸地域に位置し、豊かな自然及び温暖

な気候に恵まれていますが、郡部は過疎化が進み、離島や半島では交通アクセスに

難があります。

② 人口

人口は、平成 年（ 年）の 人が、平成 年（ 年）には

人（平成 年比 ）、平成 年（ 年）には 人（同 ）に減少

すると予測されています。一方、 歳以上人口は、平成 年（ 年）の

人が、平成 年（ 年）には 人（同 ）に増加した後、平成 年

（ 年）には 人（同 ）に減少すると予測されています。

柳井保健医療圏の人口推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 年３月推計）」

全体

歳以上

人

③ 医療機関・病床の状況

本圏域には、９の病院と の一般診療所、 の歯科診療所、 の薬局がありま

す。また、平成 年（ 年）病床機能報告結果によると、急性期 床、回復

期 床、慢性期 床となっており、高度急性期の病床がなく、慢性期の病床

が極端に多い状況にあります。

本圏域には、高度急性期・急性期医療を担うＤＰＣ病院が１病院ありますが、半

島や島しょ部においては病院までの移動に 分以上を要する地域があります。

医療機関・薬局数

病院 一般診療所 歯科診療所 薬局

施設数 人口 万対 施設数 人口 万対 有床施設数 施設数 人口 万対 施設数 人口 万対

圏域

全県

出典：病院、一般診療所、歯科診療所 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

薬局 厚生労働省「衛生行政報告例」（平成 年 月末現在）、山口県調査（平成 年１月１日現在）

平成 年（ 年）病床機能報告結果 （単位：床）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 未選択 合計

０

（ ％）

４１５

（ ％）

３２

（ ％）

１，５６６

（ ％）

３２ ０ ２，０４５

ＤＰＣ参加病院の総患者数

山
口
県
厚
生
連

周
東
総
合
病
院

神経系 眼科系 耳鼻咽頭科系

呼吸器系 循環器系 消化器系

筋骨格系 皮膚・皮下組織 乳房

内分泌・栄養・代謝 腎・尿路・男性生殖器系 女性生殖器系

血液・造血器・免疫臓器 新生児・先天性奇形 小児

外傷・熱傷・中毒 その他

（人）



ＤＰＣ参加病院の診療実績に基づく傷病別人口カバー率

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

ＤＰＣ参加病院のカバーエリア

【くも膜下出血】 【急性心筋梗塞】

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

狭心症、慢性虚血性心疾患

急性心筋梗塞、再発性心筋梗塞

脳梗塞

非外傷性硬膜下血腫

非外傷性頭蓋内血腫

未破裂脳動脈瘤

くも膜下出血、破裂脳動脈瘤

分以内 分以内 分以内 分以内 分超

凡例： 分以内 分以内 分以内 分以内 分超

岩国医療センター

岩国市医療センター

医師会病院

光総合病院
周東総合病院

周南記念病院

徳山中央病院
岩国医療センター

岩国市医療センター

医師会病院

光総合病院
周東総合病院

周南記念病院

徳山中央病院

ＤＰＣ（ ）とは、診断と処置の組み合わせによる診断群分類のこと。ＤＰ

Ｃを利用した包括支払システムを （ １日当たり包括支払い制度）という。

参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。



ＤＰＣ参加病院の診療実績に基づく傷病別人口カバー率

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

ＤＰＣ参加病院のカバーエリア

【くも膜下出血】 【急性心筋梗塞】

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

狭心症、慢性虚血性心疾患

急性心筋梗塞、再発性心筋梗塞

脳梗塞

非外傷性硬膜下血腫

非外傷性頭蓋内血腫

未破裂脳動脈瘤

くも膜下出血、破裂脳動脈瘤

分以内 分以内 分以内 分以内 分超

凡例： 分以内 分以内 分以内 分以内 分超

岩国医療センター

岩国市医療センター

医師会病院

光総合病院
周東総合病院

周南記念病院

徳山中央病院
岩国医療センター

岩国市医療センター

医師会病院

光総合病院
周東総合病院

周南記念病院

徳山中央病院

ＤＰＣ（ ）とは、診断と処置の組み合わせによる診断群分類のこと。ＤＰ

Ｃを利用した包括支払システムを （ １日当たり包括支払い制度）という。

参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。

④ 平成 年 年 の患者流出入状況

（単位：人／日）

流出 流入 流出入計

高度急性期 △ 未満

―主 な

流出入先

岩国 未満 岩国 未満

周南 未満 周南 未満

広島 未満 広島 未満

急性期 △

△主 な

流出入先

岩国 △ 周南

周南 △ 岩国 未満

広島 未満 広島 未満

回復期 △

△主 な

流出入先

周南 △ 岩国 未満

岩国 △ 周南 未満

広島西 △ 阪神南 未満

慢性期 △

主 な

流出入先

周南 △ 周南

岩国 △ 岩国

広島 未満 広島

注） 未満の数値は非公表のため、機能ごとの流出・流入それぞれの合計が 未満の場合は、

流出入計を計算していません。



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は、次のとおりです。

 
医療需要 

（患者住所地） 
 
 

（人／日） 

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの 
（医療機関所在地） 

（人／日） 

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの 
 

（人／日） 

必要病床数 
 
 

（床） 

高度急性期 ５３ ３７ ３７ ４９ 

急 性 期 １９５ １６６ １９５ ２５０ 

回 復 期 ２３２ １５０ ２０６ ２２９ 

慢 性 期 ４７１ ６０８ ５１８ ５６３ 

計 ９５１ ９６１ ９５６ １，０９１ 

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） １，６２５

構想区域（保健医療圏）における課題

○医師（脳外科、循環器科、産婦人科、小児科、耳鼻咽喉科、呼吸器科、放射線治

療医、病理診断医等）、看護師等の医療従事者の不足

○医療機関間の連携の強化や役割分担の明確化

○病床が慢性期機能に偏在し、他圏域から慢性期の患者が流入

○圏域に三次救急医療機関がなく、高度急性期機能が不足

○回復期機能が不足し、他圏域に多くの回復期の患者が流出

○早期治療が必要な脳卒中等の脳外科、産科・小児科医療の不足

○高齢者、特に高齢者単身世帯や夫婦のみ世帯での在宅医療を支える医療・介護従

事者の不足

○慢性期機能のうち、神経難病等については、圏域の医療機関が他の圏域からも入

院患者を受け入れており、全県における医療提供体制が不十分



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は、次のとおりです。

 
医療需要 

（患者住所地） 
 
 

（人／日） 

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの 
（医療機関所在地） 

（人／日） 

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの 
 

（人／日） 

必要病床数 
 
 

（床） 

高度急性期 ５３ ３７ ３７ ４９ 

急 性 期 １９５ １６６ １９５ ２５０ 

回 復 期 ２３２ １５０ ２０６ ２２９ 

慢 性 期 ４７１ ６０８ ５１８ ５６３ 

計 ９５１ ９６１ ９５６ １，０９１ 

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） １，６２５

構想区域（保健医療圏）における課題

○医師（脳外科、循環器科、産婦人科、小児科、耳鼻咽喉科、呼吸器科、放射線治

療医、病理診断医等）、看護師等の医療従事者の不足

○医療機関間の連携の強化や役割分担の明確化

○病床が慢性期機能に偏在し、他圏域から慢性期の患者が流入

○圏域に三次救急医療機関がなく、高度急性期機能が不足

○回復期機能が不足し、他圏域に多くの回復期の患者が流出

○早期治療が必要な脳卒中等の脳外科、産科・小児科医療の不足

○高齢者、特に高齢者単身世帯や夫婦のみ世帯での在宅医療を支える医療・介護従

事者の不足

○慢性期機能のうち、神経難病等については、圏域の医療機関が他の圏域からも入

院患者を受け入れており、全県における医療提供体制が不十分

地域の医療提供体制の将来のあるべき姿

高度急性期・急性期機能

○高度急性期、急性期医療の提供体制の強化を図り、高度急性期の一部を除き、でき

る限り圏域内で完結できる体制の整備が必要です。

○脳疾患・心臓疾患等への対応など、救急医療体制の強化を図り、初期・二次・三次

救急医療機関の役割分担・相互連携を進めるとともに、周南・岩国保健医療圏との

連携が必要です。

○がんについて、通常の治療については圏域内の医療機関において、高度な治療や手

術は他保健医療圏の医療機関と連携するなど、役割分担・相互連携が必要です。

○小児救急医療体制の充実強化が必要です。

回復期機能

○圏域において不足している回復期機能を確保するため、回復期リハビリテーション

病棟や地域包括ケア病棟等の整備が必要です。

慢性期機能・在宅医療等

○退院患者を地域で円滑に受け入れるため、介護施設等の受け皿を確保するとともに、

病院、医師会、介護施設、行政の連携・協力による、地域における在宅医療提供体

制の充実強化が必要です。

○在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所等を増やし、在宅医療の提供体制の確保が

必要です。

○容態変化時に患者を受け入れる後方支援医療機関（有床診療所を含む）の整備によ

り、在宅医療の連携体制の確保が必要です。

○患者を支える家族の負担が大きくなりすぎないよう、家族の理解・協力を得やすい

在宅医療提供体制の構築が必要です。

○軽度認知障害への早期対応のため、家族や周辺住民、民生委員、医師会等の連携が

必要です。



３ 周南保健医療圏

地域の概況

① 地勢等

本圏域は、下松市、光市、周南市の３市で構成されており、２つの有人離島を有

し、面積は、県全体の ％を占めています。

地理的には、瀬戸内海沿岸部に市街地等が集中する一方、北部は山間地が多く、

過疎化が進んでいます。

② 人口

人口は、平成 年（ 年）の 人が、平成 年（ 年）には

人（平成 年比 ）、平成 年（ 年）には 人（同 ）に減少

すると予測されています。一方、 歳以上人口は、平成 年（ 年）の

人が、平成 年（ 年）には 人（同 ）に増加した後、平成 年

（ 年）には 人（同 ）に減少すると予測されています。

周南保健医療圏の人口推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 年３月推計）」

全体

歳以上

人
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① 地勢等

本圏域は、下松市、光市、周南市の３市で構成されており、２つの有人離島を有

し、面積は、県全体の ％を占めています。
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人口は、平成 年（ 年）の 人が、平成 年（ 年）には

人（平成 年比 ）、平成 年（ 年）には 人（同 ）に減少

すると予測されています。一方、 歳以上人口は、平成 年（ 年）の

人が、平成 年（ 年）には 人（同 ）に増加した後、平成 年

（ 年）には 人（同 ）に減少すると予測されています。
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全体

歳以上

人

③ 医療機関・病床の状況

本圏域には、 の病院と の一般診療所、 の歯科診療所、 の薬局があ

ります。また、平成 年（ 年）病床機能報告結果によると、高度急性期

床、急性期 床、回復期 床、慢性期 床となっており、回復期の病床

が極端に少ない状況にあります。

本圏域には、高度急性期・急性期医療を担うＤＰＣ病院が４病院ありますが、圏

域北部には病院までの移動に 分以上を要する地域があります。

医療機関・薬局数

病院 一般診療所 歯科診療所 薬局

施設数 人口 万対 施設数 人口 万対 有床施設数 施設数 人口 万対 施設数 人口 万対

圏域

全県

出典：病院、一般診療所、歯科診療所 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

薬局 厚生労働省「衛生行政報告例」（平成 年 月末現在）、山口県調査（平成 年１月１日現在）

平成 年（ 年）病床機能報告結果 （単位：床）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 未選択 合計

４６３

（ ％）

１，１２８

（ ％）

３９４

（ ％）

１，３１６

（ ％）

７ １４ ３，３２２

ＤＰＣ参加病院の総患者数

光
総
合
病

院

周
南
記
念

病
院

新
南
陽
市

民
病
院

徳
山
中
央

病
院

神経系 眼科系 耳鼻咽頭科系

呼吸器系 循環器系 消化器系

筋骨格系 皮膚・皮下組織 乳房

内分泌・栄養・代謝 腎・尿路系・男性生殖器系 女性生殖器系

血液・造血器・免疫臓器 新生児・先天性奇形 小児

外傷・熱傷・中毒 精神 その他

（人）



ＤＰＣ参加病院の診療実績に基づく傷病別人口カバー率

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

ＤＰＣ参加病院のカバーエリア

【くも膜下出血】 【急性心筋梗塞】

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

狭心症、慢性虚血性心疾患

急性心筋梗塞、再発性心筋梗塞

脳梗塞

非外傷性硬膜下血腫

非外傷性頭蓋内血腫

未破裂脳動脈瘤

くも膜下出血、破裂脳動脈瘤

分以内 分以内 分以内 分以内 分超

凡例： 分以内 分以内 分以内 分以内 分超

岩国医療センター

岩国市医療センター

医師会病院

周東総合病院

県立総合

医療センター

光総合病院

周南記念

病院徳山中央病院

新南陽

市民病院

岩国医療センター

岩国市医療センター

医師会病院

周東総合病院

県立総合

医療センター

光総合病院

周南記念

病院徳山中央病院

新南陽

市民病院

ＤＰＣ（ ）とは、診断と処置の組み合わせによる診断群分類のこと。ＤＰ

Ｃを利用した包括支払システムを （ １日当たり包括支払い制度）という。

参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。
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ＤＰＣ（ ）とは、診断と処置の組み合わせによる診断群分類のこと。ＤＰ

Ｃを利用した包括支払システムを （ １日当たり包括支払い制度）という。

参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。

④ 平成 年 年 の患者流出入状況

（単位：人／日）

流出 流入 流出入計

高度急性期 △

△主 な

流出入先

宇部・小野田 未満 柳井 未満

広島 未満 岩国 未満

山口・防府 未満 山口・防府 未満

急性期 △

△主 な

流出入先

宇部・小野田 △ 柳井

山口・防府 △ 岩国 未満

柳井 △ 山口・防府 未満

回復期 △

主 な

流出入先

宇部・小野田 △ 柳井

山口・防府 △ 山口・防府

広島 未満 岩国

慢性期 △

△主 な

流出入先

柳井 △ 柳井

岩国 △ 山口・防府

山口・防府 △ 岩国



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は、次のとおりです。

 
医療需要 

（患者住所地） 
 
 

（人／日） 

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの 
（医療機関所在地） 

（人／日） 

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの 
 

（人／日） 

必要病床数 
 
 

（床） 

高度急性期 １７４ １６７ １６７ ２２３ 

急 性 期 ５８１ ５５８ ５８１ ７４５ 

回 復 期 ７２３ ８００ ７５８ ８４２ 

慢 性 期 ６９７ ６６９ ６７８ ７３７ 

計 ２，１７５ ２，１９４ ２，１８４ ２，５４７ 

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） ３，４７０

構想区域（保健医療圏）における課題

○医師の高齢化、医師・看護師等の医療従事者の不足

○在宅医療を担う開業医の減少・高齢化、保健師・看護師・介護士等の不足

○中核的な医療機関への患者の集中、医療機能の偏在（診療科の偏在）

○初期、二次、三次救急医療機関の役割の明確化・適正化

○回復期病床の不足

○在宅医療（人生の最終段階における医療（終末期医療）を含む）提供体制の不足

○在宅医療における医療と介護の連携

○各医療機関が担う役割の明確化、情報の共有化のための医療ネットワークの構築

○離島や山間部の医療提供体制の維持



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は、次のとおりです。

 
医療需要 

（患者住所地） 
 
 

（人／日） 

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの 
（医療機関所在地） 

（人／日） 

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの 
 

（人／日） 

必要病床数 
 
 

（床） 

高度急性期 １７４ １６７ １６７ ２２３ 

急 性 期 ５８１ ５５８ ５８１ ７４５ 

回 復 期 ７２３ ８００ ７５８ ８４２ 

慢 性 期 ６９７ ６６９ ６７８ ７３７ 

計 ２，１７５ ２，１９４ ２，１８４ ２，５４７ 

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） ３，４７０

構想区域（保健医療圏）における課題

○医師の高齢化、医師・看護師等の医療従事者の不足

○在宅医療を担う開業医の減少・高齢化、保健師・看護師・介護士等の不足

○中核的な医療機関への患者の集中、医療機能の偏在（診療科の偏在）

○初期、二次、三次救急医療機関の役割の明確化・適正化

○回復期病床の不足

○在宅医療（人生の最終段階における医療（終末期医療）を含む）提供体制の不足

○在宅医療における医療と介護の連携

○各医療機関が担う役割の明確化、情報の共有化のための医療ネットワークの構築

○離島や山間部の医療提供体制の維持

地域の医療提供体制の将来のあるべき姿

高度急性期・急性期機能

○一部の医療機関に機能が集中することのないよう、各医療機関の機能や対応可能な

疾患を明確化し、役割分担・相互連携の推進が必要です。

○各医療機関が機能分化・連携を進め、医療圏全体で診療科目の不足のない高度急性

期・急性期医療の提供体制の充実強化が必要です。

○医療機関がそれぞれの特性を踏まえ、初期・二次・三次救急医療の役割分担が必要です。

○急性期医療の充実のため、病院と診療所の連携が必要です。

回復期機能

○回復期の充実に向け、急性期退院患者や慢性期患者の在宅復帰に向けたリハビリ等
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４ 山口・防府保健医療圏

地域の概況

① 地勢等

本圏域は、山口市、防府市の２市で構成されており、１つの有人離島を有し、面

積は、県全体の ％を占め、県下最大の面積となっています。

地理的には、各地域に市街地が形成されていますが、北部は山間地が多く、過疎

化が進んでいます。

② 人口

人口は、平成 年（ 年）の 人が、平成 年（ 年）には

人（平成 年比 ）、平成 年（ 年）には 人（同 ）に減少

すると予測されています。一方、 歳以上人口は、平成 年（ 年）の

人が、平成 年（ 年）には 人（同 ）に増加した後、平成 年

（ 年）には 人（同 ）と横ばいになると予測されています。

山口・防府保健医療圏の人口推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 年３月推計）」
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③ 医療機関・病床の状況

本圏域には、 の病院と の一般診療所、 の歯科診療所、 の薬局があ

ります。また、平成 年（ 年）病床機能報告結果によると、高度急性期

床、急性期 床、回復期 床、慢性期 床となっており、回復期の病床

が極端に少ない状況にあります。

本圏域には、高度急性期・急性期医療を担うＤＰＣ病院が５病院ありますが、圏

域北部には病院までの移動に 分以上を要する地域があります。

医療機関・薬局数

病院 一般診療所 歯科診療所 薬局

施設数 人口 万対 施設数 人口 万対 有床施設数 施設数 人口 万対 施設数 人口 万対

圏域

全県

出典：病院、一般診療所、歯科診療所 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

薬局 厚生労働省「衛生行政報告例」（平成 年 月末現在）、山口県調査（平成 年１月１日現在）

平成２ 年（ 年）病床機能報告結果 （単位：床）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 未選択 合計

５４７
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ＤＰＣ参加病院の総患者数

佐
々
木

外
科
病

院

済
生
会

山
口
総

合
病
院

厚
生
連

小
郡
第

一
総
合

病
院

県
立
総

合
医
療

セ
ン
タ
ー

山
口
赤

十
字
病

院

神経系 眼科系 耳鼻咽頭科系

呼吸器系 循環器系 消化器系

筋骨格系 皮膚・皮下組織 乳房

内分泌・栄養・代謝 腎・尿路系・男性生殖器系 女性生殖器系

血液・造血器・免疫臓器 新生児・先天性奇形 小児

外傷・熱傷・中毒 精神 その他

（人）



ＤＰＣ参加病院の診療実績に基づく傷病別人口カバー率

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

ＤＰＣ参加病院のカバーエリア

【くも膜下出血】 【急性心筋梗塞】

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

狭心症、慢性虚血性心疾患

急性心筋梗塞、再発性心筋梗塞

脳梗塞

非外傷性硬膜下血腫

非外傷性頭蓋内血腫

未破裂脳動脈瘤

くも膜下出血、破裂脳動脈瘤

分以内 分以内 分以内 分以内 分超

凡例： 分以内 分以内 分以内 分以内 分超

萩市民病院

山口大学医学部

附属病院

宇部興産

中央病院

新南陽

市民病院小郡第一

総合病院

県立総合

医療センター

山口赤十字病院
済生会山口

総合病院

佐々木

外科病院

萩市民病院

山口大学医学部

附属病院

宇部興産

中央病院

新南陽

市民病院小郡第一

総合病院

県立総合

医療センター

山口赤十字病院
済生会山口

総合病院

佐々木

外科病院

ＤＰＣ（ ）とは、診断と処置の組み合わせによる診断群分類のこと。ＤＰ

Ｃを利用した包括支払システムを （ １日当たり包括支払い制度）という。

参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。
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④ 平成 年 年 の患者流出入状況

（単位：人／日）

流出 流入 流出入計

高度急性期 △

△主 な

流出入先

宇部・小野田 △ 宇部・小野田 未満

周南 未満 萩 未満

福岡・糸島 未満 周南 未満

急性期 △

主 な

流出入先

宇部・小野田 △ 宇部・小野田

周南 未満 萩

福岡・糸島 未満 周南

回復期 △

△主 な

流出入先

宇部・小野田 △ 宇部・小野田

周南 △ 萩

北九州 未満 周南

慢性期 △

△主 な

流出入先

宇部・小野田 △ 宇部・小野田

周南 △ 周南

柳井 未満 萩



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は、次のとおりです。

 
医療需要 

（患者住所地） 
 
 

（人／日） 

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの 
（医療機関所在地） 

（人／日） 

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの 
 

（人／日） 

必要病床数 
 
 

（床） 

高度急性期 ２１６ ２０６ ２０６ ２７５ 

急 性 期 ７６０ ７６６ ７６０ ９７４ 

回 復 期 ８０９ ７９１ ８０９ ８９９ 

慢 性 期 ７９１ ７７１ ７９１ ８６０ 

計 ２，５７６ ２，５３４ ２，５６６ ３，００８ 

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） ４，４６１

構想区域（保健医療圏）における課題

○高度急性期、急性期機能についての集約化、役割分担・相互連携

○高度急性期機能や救急医療等について、宇部・小野田保健医療圏等との連携、萩

保健医療圏の補完

○小児救急医療体制の整備

○初期・二次・三次救急医療の役割分担や適正受診についての住民への啓発

○不足する回復期機能の確保

○退院患者を地域で円滑に受け入れることができるよう、在宅医療提供体制の充実

強化、介護施設等の受け皿の確保

○医科医療機関、介護老人福祉施設等と歯科医療機関との連携

○訪問看護ステーション等の多職種連携による地域包括ケアシステムの構築

○認知症高齢者及び精神疾患患者に係る一般病院と精神科病院の協力体制の構築

○医師、薬剤師、看護師等の医療従事者の確保

○産婦人科医師の高齢化、産科医療機関の減少

○呼吸器科専門医等の確保

○介護従事者の確保
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地域の医療提供体制の将来のあるべき姿

高度急性期・急性期機能

○より効率的で質の高い医療の提供を図るため、医療機関が担う医療機能の集約化を

進めるとともに、医療機関間の役割分担・相互連携による医療提供体制の整備が必

要です。

○宇部・小野田医療圏や周南医療圏との連携を踏まえた医療提供体制の整備を進める

とともに、脳血管疾患などの疾病については、三次救急医療機関が配置されていな

い萩医療圏を補完する体制の整備が必要です。

○休日・夜間の小児医療に対応するため、小児医療体制の充実強化が必要です。

回復期機能

○今後、増加が見込まれる脳血管疾患や大腿骨骨折患者等の在宅復帰が円滑に行われ

るよう、萩及び長門保健医療圏からの患者が流入している現状を踏まえ、不足して

いる回復期機能の確保を進めるため、回復期リハビリテーション病棟や地域包括ケ

ア病棟等の整備が必要です。

慢性期機能・在宅医療等

○機能回復した退院患者を地域で円滑に受け入れるため、在宅医療提供体制の充実強

化や在宅訪問業務に対応する薬局の整備、介護施設の整備等による受け皿の確保が

必要です。

○在宅療養支援病院や在宅療養支援診療所を増やし、在宅医療の連携体制の確保が必

要です。

○医科医療機関、歯科医療機関、薬局、訪問看護ステーションや介護施設等、多職種

の連携による地域包括ケアシステムの構築が必要です。

医療連携等

○住民に救急医療の適正受診や病床の機能分化・連携について理解してもらうため、

初期・二次・三次救急医療の役割分担、高度急性期・急性期・回復期・慢性期の各

病床機能についての、住民への啓発が必要です。

○認知症高齢者及び精神疾患患者に係る、一般病院と精神科病院の協力体制の構築が

必要です。

○離島、へき地での医療提供体制を維持するための体制の構築が必要です。

○急性期からの口腔衛生の確保が回復期、慢性期への移行を早めることから、医科医

療機関と歯科医師会との連携が必要です。

○がん患者の退院後も継続的に服薬指導を行うため、病院薬剤師と薬局薬剤師の連携

体制の構築が必要です。



５ 宇部・小野田保健医療圏

地域の概況

① 地勢等

本圏域は、宇部市、美祢市、山陽小野田市の３市で構成されており、面積は、県

全体の ％を占めています。

地理的には、瀬戸内海沿岸部に市街地等が集中する一方、北部は山間地が多く、

過疎化が進んでいます。

② 人口

人口は、平成 年（ 年）の 人が、平成 年（ 年）には

人（平成 年比 ）、平成 年（ 年）には 人（同 ）に減

少すると予測されています。一方、 歳以上人口は、平成 年（ 年）の

人が、平成 年（ 年）には 人（同 ）に増加した後、平成 年

（ 年）には 人（同 ）に減少すると予測されています。

宇部・小野田保健医療圏の人口推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 年 月推計）」

全体

歳以上

人



５ 宇部・小野田保健医療圏

地域の概況

① 地勢等

本圏域は、宇部市、美祢市、山陽小野田市の３市で構成されており、面積は、県

全体の ％を占めています。

地理的には、瀬戸内海沿岸部に市街地等が集中する一方、北部は山間地が多く、

過疎化が進んでいます。

② 人口

人口は、平成 年（ 年）の 人が、平成 年（ 年）には

人（平成 年比 ）、平成 年（ 年）には 人（同 ）に減

少すると予測されています。一方、 歳以上人口は、平成 年（ 年）の

人が、平成 年（ 年）には 人（同 ）に増加した後、平成 年

（ 年）には 人（同 ）に減少すると予測されています。

宇部・小野田保健医療圏の人口推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 年 月推計）」

全体

歳以上

人

③ 医療機関・病床の状況

本圏域には、 の病院と の一般診療所、 の歯科診療所、 の薬局があ

ります。また、平成 年（ 年）病床機能報告結果によると、高度急性期

床、急性期 床、回復期 床、慢性期 床となっており、回復期の病床

が極端に少ない状況にあります。

本圏域には、高度急性期・急性期医療を担うＤＰＣ病院が３病院の他に、隣接す

る山口市や長門市にＤＰＣ病院がありますが、美祢市の一部地域では病院までの移

動に 分以上を要する地域があります。

医療機関・薬局数

病院 一般診療所 歯科診療所 薬局

施設数 人口 万対 施設数 人口 万対 有床施設数 施設数 人口 万対 施設数 人口 万対

圏域

全県

出典：病院、一般診療所、歯科診療所 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

薬局 厚生労働省「衛生行政報告例」（平成 年 月末現在）、山口県調査（平成 年１月１日現在）

平成２ 年（ 年）病床機能報告結果 （単位：床）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 未選択 合計

７４２

（ ％）

１，６６１

（ ％）

２９２

（ ％）

１，８８２

（ ％）

６０ ０ ４，６３７

ＤＰＣ参加病院の総患者数
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労
災
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神経系 眼科系 耳鼻咽頭科系

呼吸器系 循環器系 消化器系

筋骨格系 皮膚・皮下組織 乳房

内分泌・栄養・代謝 腎・尿路系・男性生殖器系 女性生殖器系

血液・造血器・免疫臓器 新生児・先天性奇形 小児

外傷・熱傷・中毒 精神 その他

（人）



ＤＰＣ参加病院の診療実績に基づく傷病別人口カバー率

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

ＤＰＣ参加病院のカバーエリア

【くも膜下出血】 【急性心筋梗塞】

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」
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ＤＰＣ（ ）とは、診断と処置の組み合わせによる診断群分類のこと。ＤＰ

Ｃを利用した包括支払システムを （ １日当たり包括支払い制度）という。

参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。



ＤＰＣ参加病院の診療実績に基づく傷病別人口カバー率

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」
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ＤＰＣ（ ）とは、診断と処置の組み合わせによる診断群分類のこと。ＤＰ

Ｃを利用した包括支払システムを （ １日当たり包括支払い制度）という。

参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。

④ 平成 年 年 の患者流出入状況

（単位：人／日）

流出 流入 流出入計

高度急性期 △

主 な

流出入先

山口・防府 未満 山口・防府

下関 未満 下関 未満

北九州 未満 周南 未満

急性期 △

主 な

流出入先

山口・防府 △ 山口・防府

下関 未満 周南

長門 未満 下関

萩

回復期 △

主 な

流出入先

山口・防府 △ 山口・防府

下関 △ 下関

長門 未満 周南

萩

慢性期 △

主 な

流出入先

下関 △ 山口・防府

山口・防府 △ 下関

柳井 未満 周南 未満



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は以下のとおりです。

 
医療需要 

（患者住所地） 
 
 

（人／日） 

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの 
（医療機関所在地） 

（人／日） 

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの 
 

（人／日） 

必要病床数 
 
 

（床） 

高度急性期 ２０３ ２４６ ２４６ ３２８ 

急 性 期 ７３１ ８１８ ７３１ ９３７ 

回 復 期 ７９１ ８６１ ７９１ ８７９ 

慢 性 期 ９７９ ９８４ ９７９ １，０６４ 

計 ２，７０４ ２，９０９ ２，７４７ ３，２０８ 

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） ４，２５４

構想区域（保健医療圏）における課題

○山口大学医学部附属病院による全県的な高度・専門医療の確保及び圏域内の医療

機関との連携による圏域の医療提供体制の構築

○救急医療を担う医療機関の役割分担、相互連携の推進

○救急医療の役割分担、相互連携についての住民への普及、理解促進

○地域包括ケア病棟の整備、急性期病床からの転換等による回復期機能の確保

○訪問診療等の在宅医療に取り組む医療機関（かかりつけ医等）の確保

○患者の容態変化時の入院対応など後方支援病院の確保

○多職種連携による地域包括ケアシステムの構築

○医療従事者の高齢化等に対応した医師、薬剤師、看護師等、医療従事者の確保（特

に訪問看護ステーションに従事する看護師の確保）

○介護従事職員の人材確保

○へき地や医療機関への通院に時間を要する地域（特に美祢市）での医療の確保



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は以下のとおりです。

 
医療需要 

（患者住所地） 
 
 

（人／日） 

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの 
（医療機関所在地） 

（人／日） 

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの 
 

（人／日） 

必要病床数 
 
 

（床） 

高度急性期 ２０３ ２４６ ２４６ ３２８ 

急 性 期 ７３１ ８１８ ７３１ ９３７ 

回 復 期 ７９１ ８６１ ７９１ ８７９ 

慢 性 期 ９７９ ９８４ ９７９ １，０６４ 

計 ２，７０４ ２，９０９ ２，７４７ ３，２０８ 

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） ４，２５４

構想区域（保健医療圏）における課題

○山口大学医学部附属病院による全県的な高度・専門医療の確保及び圏域内の医療

機関との連携による圏域の医療提供体制の構築

○救急医療を担う医療機関の役割分担、相互連携の推進

○救急医療の役割分担、相互連携についての住民への普及、理解促進

○地域包括ケア病棟の整備、急性期病床からの転換等による回復期機能の確保

○訪問診療等の在宅医療に取り組む医療機関（かかりつけ医等）の確保

○患者の容態変化時の入院対応など後方支援病院の確保

○多職種連携による地域包括ケアシステムの構築

○医療従事者の高齢化等に対応した医師、薬剤師、看護師等、医療従事者の確保（特

に訪問看護ステーションに従事する看護師の確保）

○介護従事職員の人材確保

○へき地や医療機関への通院に時間を要する地域（特に美祢市）での医療の確保

地域の医療提供体制の将来のあるべき姿

高度急性期・急性期機能

○救急医療体制を強化するため、各医療機関の機能分化・連携や、初期・二次・三次

救急医療の役割分担が必要です。

○回復期病床への移行を円滑に行うため、早期のリハビリの実施など回復期への移行

を踏まえた医療の提供が必要です。

○救急医療の適正受診を推進するため、初期・二次・三次救急医療の役割分担や相互

連携についての住民への啓発が必要です。

回復期機能

○急性期を脱した患者が円滑に移行できるよう、受け皿となる回復期病床の整備が必

要です。

慢性期機能・在宅医療等

○機能回復した退院患者を地域で円滑に受け入れるため、在宅医療提供体制の充実強

化や介護施設等の受け皿の確保が必要です。

○在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所による在宅医療の連携体制の確保が必要で

す。

○医科医療機関、歯科医療機関、薬局、訪問看護ステーションや介護施設等、多職種

の連携による地域包括ケアシステムの構築が必要です。

医療連携等

○より効率的で質の高い医療の提供を図るため、医療機関が担う医療機能の集約化や、

医療機関間の役割分担・相互連携の推進が必要です。

○歯周病予防や口腔内環境の清潔化により疾病を防ぐ等、医科医療機関と歯科医療機

関との連携が必要です。

○へき地での医療提供体制を維持するための体制の構築が必要です。



６ 下関保健医療圏

地域の概況

① 地勢等

本圏域は、下関市１市で構成されており、２つの有人離島を有し、面積は、県全

体の ％を占めています。

地理的には、南部に市街地等が集中する一方、北部は山間地が多く、過疎化が進

んで交通アクセスに難があります。

② 人口

人口は、平成 年（ 年）の 人が、平成 年（ 年）には

人（平成 年比 ）、平成 年（ 年）には 人（同 ）に減

少すると予測されています。一方、 歳以上人口は、平成 年（ 年）の

人が、平成 年（ 年）には 人（同 ）に増加した後、平成 年

（ 年）には 人（同 ）に減少すると予測されています。

下関保健医療圏の人口推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 年３月推計）」
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６ 下関保健医療圏

地域の概況

① 地勢等

本圏域は、下関市１市で構成されており、２つの有人離島を有し、面積は、県全

体の ％を占めています。

地理的には、南部に市街地等が集中する一方、北部は山間地が多く、過疎化が進

んで交通アクセスに難があります。

② 人口

人口は、平成 年（ 年）の 人が、平成 年（ 年）には

人（平成 年比 ）、平成 年（ 年）には 人（同 ）に減

少すると予測されています。一方、 歳以上人口は、平成 年（ 年）の

人が、平成 年（ 年）には 人（同 ）に増加した後、平成 年

（ 年）には 人（同 ）に減少すると予測されています。

下関保健医療圏の人口推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 年３月推計）」

全体

歳以上

人

③ 医療機関・病床の状況

本圏域には、 の病院と の一般診療所、 の歯科診療所、 の薬局があ

ります。また、平成 年（ 年）病床機能報告結果によると、高度急性期

床、急性期 床、回復期 床、慢性期 床となっており、回復期の病床

が極端に少ない状況にあります。

本圏域には、高度急性期・急性期医療を担うＤＰＣ病院が４病院ありますが、圏

域北部には病院までの移動に 分以上を要する地域があります。

医療機関・薬局数

病院 一般診療所 歯科診療所 薬局

施設数 人口 万対 施設数 人口 万対 有床施設数 施設数 人口 万対 施設数 人口 万対

圏域

全県

出典：病院、一般診療所、歯科診療所 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

薬局 厚生労働省「衛生行政報告例」（平成 年 月末現在）、山口県調査（平成 年１月１日現在）

平成２ 年（ 年）病床機能報告結果 （単位：床）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 未選択 合計

３７０
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ＤＰＣ参加病院の総患者数
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ＤＰＣ参加病院の診療実績に基づく傷病別人口カバー率

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

ＤＰＣ参加病院のカバーエリア

【くも膜下出血】 【急性心筋梗塞】

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」
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ＤＰＣ（ ）とは、診断と処置の組み合わせによる診断群分類のこと。ＤＰ

Ｃを利用した包括支払システムを （ １日当たり包括支払い制度）という。

参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。
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Ｃを利用した包括支払システムを （ １日当たり包括支払い制度）という。

参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。

④ 平成 年 年 の患者流出入状況

（単位：人／日）

流出 流入 流出入計

高度急性期 △

△主 な

流出入先

北九州 未満 宇部・小野田 未満

宇部・小野田 未満 長門 未満

福岡・糸島 未満 北九州 未満

急性期 △

△主 な

流出入先

宇部・小野田 △ 宇部・小野田 未満

北九州 △ 長門 未満

福岡・糸島 未満 北九州 未満

回復期 △

主 な

流出入先

宇部・小野田 △ 北九州

北九州 △ 宇部・小野田

福岡・糸島 未満 区西部（東京） 未満

慢性期 △

主 な

流出入先

宇部・小野田 △ 宇部・小野田

北九州 △ 北九州

柳井 未満 長門 未満



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は、次のとおりです。

 
医療需要 

（患者住所地） 
 
 

（人／日） 

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの 
（医療機関所在地） 

（人／日） 

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの 
 

（人／日） 

必要病床数 
 
 

（床） 

高度急性期 ２１１ １９８ １９８ ２６４ 

急 性 期 ６８２ ６６２ ６６８ ８５６ 

回 復 期 ９３１ ９７０ ９６０ １，０６７ 

慢 性 期 １，１８５ １，２２１ １，１９１ １，２９５ 

計 ３，００９ ３，０５１ ３，０１７ ３，４８２ 

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） ４，９２４ 

構想区域（保健医療圏）における課題

○医療機関（急性期を担う病院等）の機能強化（機能集約・分化）

○回復期におけるリハビリテーション機能の確保

○地域包括ケアシステムの構築

○他の圏域（特に北九州医療圏）との連携

○退院患者を地域で円滑に受け入れることができるよう、在宅医療提供体制の充実

強化、介護施設等の受け皿の確保

○在宅医療への移行による、容態急変時の救急搬送の増大への対応

○増加傾向にある認知症患者への対応

○医師、看護師等の医療従事者の確保と適正配置

○在宅支援を行う医療・介護従事者の育成、確保



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は、次のとおりです。

 
医療需要 

（患者住所地） 
 
 

（人／日） 

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの 
（医療機関所在地） 

（人／日） 

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの 
 

（人／日） 

必要病床数 
 
 

（床） 

高度急性期 ２１１ １９８ １９８ ２６４ 

急 性 期 ６８２ ６６２ ６６８ ８５６ 

回 復 期 ９３１ ９７０ ９６０ １，０６７ 

慢 性 期 １，１８５ １，２２１ １，１９１ １，２９５ 

計 ３，００９ ３，０５１ ３，０１７ ３，４８２ 

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） ４，９２４ 

構想区域（保健医療圏）における課題

○医療機関（急性期を担う病院等）の機能強化（機能集約・分化）

○回復期におけるリハビリテーション機能の確保

○地域包括ケアシステムの構築

○他の圏域（特に北九州医療圏）との連携

○退院患者を地域で円滑に受け入れることができるよう、在宅医療提供体制の充実

強化、介護施設等の受け皿の確保

○在宅医療への移行による、容態急変時の救急搬送の増大への対応

○増加傾向にある認知症患者への対応

○医師、看護師等の医療従事者の確保と適正配置

○在宅支援を行う医療・介護従事者の育成、確保

地域の医療提供体制の将来のあるべき姿

高度急性期・急性期機能

○高度急性期、急性期医療の充実に向け、医療機関の再編を含めた医療機能の集約化、

機能分化・連携が必要です。

○パンデミック発生時に入院治療が可能となる体制の整備が必要です。

○救急搬送も含めた救急医療体制の充実強化が必要です。

回復期機能

○不足する回復期機能の確保を進めるため、回復期リハビリテーション病棟や地域包

括ケア病棟等の整備が必要です。

○入院患者が急性期の医療機関から回復期の医療機関に円滑に移行できるよう、医療

機関間の連携体制の構築が必要です。

○回復期医療の充実を図るため、回復期に特化した専門医の配置や、多様な患者像に

対応可能な医療従事者の育成が必要です。

慢性期機能・在宅医療等

○在宅医療提供体制の充実強化を図るため、在宅療養支援病院や在宅療養支援診療所

の整備が必要です。

○在宅等への移行が円滑に行われるよう、医療療養型病床の在宅復帰機能の充実強化

や介護施設の整備等による受け皿の確保が必要です。

○入院患者の退院調整や在宅療養患者の容態変化時の入院受入調整等を円滑に行う体

制の構築が必要です。

○医療機関や介護施設、行政等の連携による地域包括ケアシステムの構築や、連携の

ための医療機関と介護施設相互のネットワークの構築が必要です。

○自宅や介護施設において、看取りができる体制の構築が必要です。

○認知症患者に対応するため、認知症病棟の整備・充実が必要です。

その他

○リビングウィルに基づいた治療の提供など、患者の意思をより反映する医療提供体

制の構築が必要です。

○医療・介護ニーズを抑制するため、健康づくりや介護予防の取組が必要です。



７ 長門保健医療圏

地域の概況

① 地勢等

本圏域は、長門市１市で構成されており、面積は、県全体の ％を占めていま

す。

地理的には、北部は日本海に面して広い平野部を有し、南部は緑豊かな山間部で

すが、全体的に過疎化が進んでいます。

② 人口

人口は、平成 年（ 年）の 人が、平成 年（ 年）には

人（平成 年比 ）、平成 年（ 年）には 人（同 ）に減少

すると予測されています。一方、 歳以上人口は、平成 年（ 年）の

人が、平成 年（ 年）には 人（同 ）に増加した後、平成 年（

年）には 人（同 ）に減少すると予測されています。

長門保健医療圏の人口推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 年３月推計）」
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③ 医療機関・病床の状況

本圏域には、６の病院と の一般診療所、 の歯科診療所、 の薬局がありま

す。また、平成 年（ 年）病床機能報告結果によると、急性期 床、慢性

期 床となっており、高度急性期及び回復期の病床がない状況にあります。

本圏域には、高度急性期・急性期医療を担うＤＰＣ病院が１病院ありますが、一

部の疾患については他圏域の医療機関での対応を要します。

医療機関・薬局数

病院 一般診療所 歯科診療所 薬局

施設数 人口 万対 施設数 人口 万対 有床施設数 施設数 人口 万対 施設数 人口 万対

圏域

全県

出典：病院、一般診療所、歯科診療所 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

薬局 厚生労働省「衛生行政報告例」（平成 年 月末現在）、山口県調査（平成 年１月１日現在）

平成２ 年（ 年）病床機能報告結果 （単位：床）
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参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。
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④ 平成 年 年 の患者流出入状況

（単位：人／日）

流出 流入 流出入計

高度急性期 未満 未満

―主 な

流出入先

宇部・小野田 未満 萩 未満

山口・防府 未満 下関 未満

下関 未満 宇部・小野田 未満

急性期 △

△主 な

流出入先

宇部・小野田 未満 萩 未満

下関 未満 宇部・小野田 未満

山口・防府 未満 下関 未満

回復期 △

△主 な

流出入先

宇部・小野田 未満 萩 未満

下関 未満 宇部・小野田 未満

山口・防府 未満 下関 未満

慢性期 △

△主 な

流出入先

下関 未満 広島西 未満

萩 未満 萩 未満

宇部・小野田 未満 宇部・小野田 未満

注） 未満の数値は非公表のため、機能ごとの流出・流入それぞれの合計が 未満の場合は、

流出入計を計算していません。



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は、次のとおりです。

 
医療需要 

（患者住所地） 
 
 

（人／日） 

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの 
（医療機関所在地） 

（人／日） 

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの 
 

（人／日） 

必要病床数 
 
 

（床） 

高度急性期 ２７ ２２ ２２ ２９ 

急 性 期 １１６ １１０ １１６ １４９ 

回 復 期 １１８ １０７ １１８ １３１ 

慢 性 期 １１８ ９９ １１８ １２８ 

計 ３７９ ３３８ ３７４ ４３７ 

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） ４０１

構想区域（保健医療圏）における課題

○医師、看護師等の医療従事者の不足、医師（特に診療所）の高齢化

○産科、小児科、脳神経外科の専門医の確保

○医療機関間の連携の強化や役割分担の明確化

○圏域に三次救急医療機関がなく、高度急性期機能が不足

○高度急性期機能を他の圏域の医療機関が担っており、救急搬送体制の確保

○圏域に回復期に特化した病棟はなく、回復期医療の提供体制が不十分

○医療と介護の連携

○在宅医療（訪問診療、訪問歯科診療、訪問看護等）の提供体制の確保
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平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） ４０１

構想区域（保健医療圏）における課題

○医師、看護師等の医療従事者の不足、医師（特に診療所）の高齢化

○産科、小児科、脳神経外科の専門医の確保

○医療機関間の連携の強化や役割分担の明確化

○圏域に三次救急医療機関がなく、高度急性期機能が不足

○高度急性期機能を他の圏域の医療機関が担っており、救急搬送体制の確保

○圏域に回復期に特化した病棟はなく、回復期医療の提供体制が不十分

○医療と介護の連携

○在宅医療（訪問診療、訪問歯科診療、訪問看護等）の提供体制の確保

地域の医療提供体制の将来のあるべき姿

高度急性期・急性期機能

○各医療機関が持つ特性を生かしながら、機能の集約化や連携・ネットワーク化を進

め、高度急性期・急性期医療の強化が必要です。

○他医療圏の三次医療機関との連携を強化し、高度急性期医療への対応が迅速にでき

る体制の整備が必要です。

○脳血管疾患や循環器疾患への救急対応のため、ドクターヘリ等を最大限活用するこ

とや近隣医療圏との連携を強化するとともに、一定程度長門保健医療圏で対応でき

る体制の確保が必要です。

回復期機能

○圏域において不足している回復期機能を確保するため、回復期リハビリテーション

病棟や地域包括ケア病棟等の整備が必要です。

慢性期機能・在宅医療等

○療養病棟における慢性期患者の在院日数を短縮するとともに、在宅医療提供体制の

充実を進め、入院患者の在宅復帰率を高めることが必要です。

○在宅医療に対応するため病院と診療所の連携強化が必要です。

○緩和ケア病床の整備が必要です。

○訪問診療や訪問看護、訪問介護を充実するとともに、医療機関（かかりつけ医）や

薬局、介護施設等の連携を推進し、在宅療養支援診療所や訪問介護事業所等を拡充

することによる地域包括ケアシステムの構築が必要です。

○医療と介護が連携しながら、在宅医療提供体制の充実強化や介護施設等の受け皿の

確保が必要です。

○歯科衛生士等の活用も視野に入れた、高齢者への口腔ケアの推進が必要です。

○調剤薬局による高齢者の薬剤管理の促進が必要です。

その他

○放射線治療をはじめとする、がん診療の拠点機能の充実強化が必要です。

○「医療ネットながと」の利活用による情報共有の一層の推進を図ることが必要です。

○若者（子育て世代）の定着を図る観点から、一般的な周産期医療や小児医療の充実

が必要です。

○温泉や美しい自然など長門地域の資源を活用した、心のケア・疾病のリハビリテー

ションの取組が必要です。



８ 萩保健医療圏

地域の概況

① 地勢等

本圏域は、萩市、阿武町の１市１町で構成されており、４つの有人離島を有し、

面積は県全体の ％を占めています。

地理的には、山地が海岸近くまで迫り平野部が少なく、有人離島（県内離島人口

の半数近い約 人が居住）も含めて広範囲に過疎化が進んでおり、交通アクセ

スにも難があります。

② 人口

人口は、平成 年（ 年）の 人が、平成 年（ 年）には

人（平成 年比 ）、平成 年（ 年）には 人（同 ）に減少

すると予測されています。一方、 歳以上人口は、平成 年（ 年）の

人が、平成 年（ 年）には 人（同 ）に増加した後、平成 年（

年）には 人（同 ）に減少すると予測されています。

また、平成 年（ 年）の高齢化率は で県内２番目に高い状況となっ

ています。

萩保健医療圏の人口推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 年３月推計）」

全体

歳以上

人
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③ 医療機関・病床の状況

本圏域には、７の病院と の一般診療所、 の歯科診療所、 の薬局がありま

す。また、平成 年（ 年）病床機能報告結果によると、急性期 床、回復

期 床、慢性期 床となっており、高度急性期の病床がなく、回復期の病床が

極端に少ない状況にあります。

本圏域には、萩市の中心部に急性期医療を担う病院が４病院あります（うち、Ｄ

ＰＣ病院が１病院）。圏域北部には当該病院までの移動に 分以上を要する地域が

あります。

医療機関・薬局数

病院 一般診療所 歯科診療所 薬局

施設数 人口 万対 施設数 人口 万対 有床施設数 施設数 人口 万対 施設数 人口 万対

圏域

全県

出典：病院、一般診療所、歯科診療所 厚生労働省「医療施設調査」（平成 年 月１日現在）

薬局 厚生労働省「衛生行政報告例」（平成 年 月末現在）、山口県調査（平成 年１月１日現在）

平成２ 年（ 年）病床機能報告結果 （単位：床）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 未選択 合計

０

（ ％）

３５９

（ ％）

１９

（ ％）

５２２

（ ％）

０ ０ ９００

ＤＰＣ参加病院の総患者数

萩
市
民
病
院

神経系 耳鼻咽頭科系 呼吸器系

循環器系 消化器系 筋骨格系

皮膚・皮下組織 内分泌・栄養・代謝 腎・尿路系・男性生殖器系

血液・造血器・免疫臓器 小児 外傷・熱傷・中毒

その他

（人）



ＤＰＣ参加病院の診療実績に基づく傷病別人口カバー率

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」

注）上記グラフには、萩市民病院以外で急性期医療を担っている萩保健医療圏内３病院（非Ｄ

ＰＣ病院）の診療実績は反映されていません。

ＤＰＣ参加病院のカバーエリア

【くも膜下出血】 【急性心筋梗塞】

出典：厚生労働省「医療計画作成支援データブック」
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注）上記カバーエリアについては、萩市民病院以外で急性期医療を担っている萩保健医療圏内

３病院（非ＤＰＣ病院）の診療実績は反映されていません。

萩市民病院

長門総合病院

益田赤十字病院

山口赤十字病院
済生会

山口総合病院

小郡第一総合病院

佐々木外科病院

県立総合医療センター

狭心症、慢性虚血性心疾患

急性心筋梗塞、再発性心筋梗塞

脳梗塞

非外傷性硬膜下血腫

非外傷性頭蓋内血腫

未破裂脳動脈瘤

くも膜下出血、破裂脳動脈瘤

分以内 分以内 分以内 分以内 分超

萩市民病院

長門総合病院

益田赤十字病院

山口赤十字病院
済生会

山口総合病院

小郡第一総合病院

佐々木外科病院

県立総合医療センター

凡例： 分以内 分以内 分以内 分以内 分超

ＤＰＣ（ ）とは、診断と処置の組み合わせによる診断群分類のこと。ＤＰ

Ｃを利用した包括支払システムを （ １日当たり包括支払い制度）という。

参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式

の電子データとして提出している。

④ 平成 年 年 の患者流出入状況

（単位：人／日）

流出 流入 流出入計

高度急性期 △ 未満

―主 な

流出入先

山口・防府 未満 長門 未満

宇部・小野田 未満 山口・防府 未満

益田 未満 益田 未満

急性期 △ 未満

―主 な

流出入先

山口・防府 △ 長門 未満

宇部・小野田 △ 益田 未満

益田 △ 山口・防府 未満

回復期 △ 未満

―主 な

流出入先

山口・防府 △ 益田 未満

宇部・小野田 △ 宇部・小野田 未満
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注） 未満の数値は非公表のため、機能ごとの流出・流入それぞれの合計が 未満の場合は、

流出入計を計算していません。



平成 年 年 における医療需要及び必要病床数（在宅医療等の医療需要）

平成 年度（ 年度）のレセプトデータ等を基に、医療法施行規則及び厚生労

働省通知の計算式により算出した、平成 年（ 年）の医療需要及び必要病床数

の推計結果は、次のとおりです。

 
医療需要 

（患者住所地） 
 
 

（人／日） 

現在の医療提供体制

が変わらないと仮定

した場合の他の構想

区域に所在する医療

機関により供給され

る量を増減したもの 
（医療機関所在地） 

（人／日） 

将来のあるべき医療

提供体制を踏まえ他

の構想区域に所在す

る医療機関により供

給される量を増減し

たもの 
 

（人／日） 

必要病床数 
 
 

（床） 

高度急性期 ３６ １８ １８ ２４ 

急 性 期 １３９ ８７ １３９ １７８ 

回 復 期 １６３ １０６ １６３ １８１ 

慢 性 期 ２１３ ２０７ ２１３ ２３２ 

計 ５５１ ４１８ ５３３ ６１５ 

平成 年（ 年）の在宅医療等の医療需要（人／日） ９０３

構想区域（保健医療圏）における課題

○医師（人口比医師数県下最少）、看護師、ソーシャルワーカー等の医療従事者の高

齢化及び深刻な不足

○在宅医療を担う開業医の減少と訪問看護体制の不足

○圏域の急性期病院はいずれも小・中規模のため、がん、脳疾患、心疾患、産婦人

科疾患、小児疾患など専門的な疾病・事業が不足又は分散している傾向にあり、

人材確保、医療機器整備、専門技術研鑽等の効率的推進が困難

○圏域に三次救急医療機関がなく、他圏域の高度急性期機能病院等への搬送に長い

搬送時間を要し、救急車への同乗など医師・看護師の負担大

○急性期から慢性期、在宅医療に繋ぐ回復期機能が著しく不足

○高い高齢化率、離島・広範な山間へき地や無医地区の存在等の地域特性を抱えて

おり、在宅医療の提供体制と受け皿が不足

○今後、高齢者の単身・夫婦のみ世帯及び認知症患者を抱えた世帯の増加に伴う介

護力の低下により、在宅医療の充実がさらに困難

○地域包括ケアを推進するために必要となる医療・介護・保健・行政等の分野での

情報の共有のシステムが未構築
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○圏域に三次救急医療機関がなく、他圏域の高度急性期機能病院等への搬送に長い

搬送時間を要し、救急車への同乗など医師・看護師の負担大

○急性期から慢性期、在宅医療に繋ぐ回復期機能が著しく不足

○高い高齢化率、離島・広範な山間へき地や無医地区の存在等の地域特性を抱えて

おり、在宅医療の提供体制と受け皿が不足

○今後、高齢者の単身・夫婦のみ世帯及び認知症患者を抱えた世帯の増加に伴う介

護力の低下により、在宅医療の充実がさらに困難

○地域包括ケアを推進するために必要となる医療・介護・保健・行政等の分野での

情報の共有のシステムが未構築

地域の医療提供体制の将来のあるべき姿

高度急性期・急性期機能

○離島や山間部に集落が多く点在するため、他圏域の医療機関も含め、機能と役割を

明確化した上で、可能な限り圏域内で診療できる体制の整備が必要です。

○特に、高度急性期医療の一部及び急性期医療並びに二次救急医療については、圏域

内で完結できるよう、急性期病院の機能再編・統合等による医療機関の整備、機能

強化及び効率化の推進が必要です。

○脳血管疾患や循環器疾患への対応の充実強化が必要です。

○離島や山間部の救急搬送体制の充実強化が必要です。

○産科と小児科の一体的提供体制の整備が必要です。

○医療機能の効率的・効果的な発揮のため、初期・二次救急医療の役割分担の明確化

と適正受診に向けた住民啓発が必要です。

回復期機能

○圏域において不足している回復期機能を確保するため、理学療法士や作業療法士、

言語聴覚士等の専門職の確保及び回復期リハビリテーション病棟や地域包括ケア

病棟等の整備が必要です。

慢性期機能・在宅医療等

○圏域の介護力が乏しい中、今後、患者を地域で円滑に受け入れ支えるためには、慢

性期医療と在宅医療等の提供体制を一体的に考えていく必要があることから、在宅

医療提供体制の充実強化や介護施設等の受け皿の確保が必要です。

○在宅医療に係る人材不足も深刻なため、病院勤務医の在宅医療参加（訪問診療の実

施）、在宅療養支援診療所・訪問看護ステーションの増加等が必要です。

○医療機関や薬局、訪問看護ステーション、介護施設、行政等が連携し、地域包括ケ

アシステムの構築が必要です。

○離島、山間部などを考慮し、薬局における薬剤供給体制の確保が必要です。

医療従事者確保・その他

○医療従事者不足は極めて深刻であり、様々な医療従事者確保対策が必要です。

○医療関係機関だけでなく介護を含めたネットワークの構築（情報共有、医療情報ネ

ットワークシステムの機能強化等）が必要です。



第５章 目指すべき医療提供体制を実現するための施策

１ 施策の方向性

各構想区域（二次保健医療圏）の地域医療構想策定協議会における検討等を通じて抽

出された地域の医療課題の解決を図り、それぞれの地域の医療提供体制の将来のあるべ

き姿を実現していくため、平成 年（ 年）に向け、次の視点から取組を進めます。

□ 病床機能の分化・連携の推進

□ 在宅医療の推進

□ 医療従事者の確保

地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化・連携の推進

限られた医療資源の中で、将来にわたり持続可能な医療提供体制の構築

効率的で質の高い医療提供体制の構築

２ 取組の内容

病床機能の分化・連携の推進

□高度急性期から慢性期までの機能分化・連携や、救急医療等の体制の構築等を具体

化するための協議体の設置・運営

□高度急性期・急性期機能の集約化、分化・連携に必要となる施設・設備の整備

□回復期機能に対応できる病床への移行や地域包括ケア病棟・回復期リハビリテーシ

ョン病棟の設置に必要となる施設・設備の整備

□５疾病・救急医療・周産期医療・小児医療の診療機能の集約化、分化・連携に必要

となる施設・設備の整備

□ＩＣＴの活用による、より実効性のある医療連携、医療介護連携情報ネットワーク、

離島・へき地における医療を支援するための情報ネットワーク等の構築

□離島・へき地における医療提供体制の維持

□医療連携、医療と介護の連携体制の構築に向けた地域連携クリティカルパスの活

用・充実

□地域の中核病院とかかりつけ医等との連携体制の構築

□認知症高齢者及び精神疾患患者に係る一般病院と精神科病院の協力体制の構築

□急性期医療も含めた医科・歯科医療機関の連携体制の構築

□病床機能の分化・転換に伴う医療従事者の研修・教育の充実

□救急医療体制や医療機関の役割分担、相互連携についての住民に対する普及啓発

□公立病院が果たす役割の明確化や、地域の医療機関との機能分化・相互連携による

医療提供体制の確保
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□公立病院が果たす役割の明確化や、地域の医療機関との機能分化・相互連携による

医療提供体制の確保

在宅医療の推進

□退院患者を地域で円滑に受け入れるための在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、

訪問看護ステーション、介護施設等の整備

□介護保険事業計画や介護保険施設整備状況等を踏まえた、療養病床から介護施設等

への転換

□在宅医療の充実のために必要となる医療機器等の整備

□夜間・休日の対応も含めた、小児在宅医療の提供体制の構築

□転院・退院調整や在宅患者の容態変化時の入院調整等のための医療機関や介護施設

等による連携体制の構築

□在宅医療の推進、地域包括ケアシステムの構築のための医師、歯科医師、薬剤師、

看護師、介護支援専門員など、多職種の連携によるネットワークの構築

□歯科医師・歯科衛生士等による高齢者等への口腔ケアの提供体制の構築

□地域における医薬品、衛生材料等の供給体制（夜間・休日を含む）や適切な服薬支

援を行う体制の整備

□在宅での看取りに対応できる看護職員、介護職員を養成するための研修等の実施

□在宅医療を担う医療従事者や、連携する介護従事者の技術向上・育成のための研修・

教育の充実

□在宅医療への理解を深めるため、訪問診療・訪問看護・訪問薬剤指導等の住民に対

する普及啓発、医療・介護関係者への情報提供

医療従事者の確保

□医療の高度化・専門化の進展に対応するための医療従事者の養成・確保

□今後増加が予想されるがんや脳血管疾患、呼吸器系疾患に対応するための医療従事

者の養成・確保

□周産期医療を維持するための医師や助産師、産科医療機関の確保

□医療圏における診療科別の必要医師数の明確化と確保

□在宅医療の推進を図るための人材（総合診療専門医、訪問看護師、かかりつけ薬剤

師等）の養成・確保

□地域医療支援センターを活用した医師等の偏在の解消やキャリア形成の支援

□研修の充実等による若手医師の確保

□在宅療養患者の増大に対応するための介護従事者の養成・確保

□回復期機能を強化するためのリハビリスタッフ等の確保

□看護職員の再就業支援の充実

□医療従事者（特に女性医療従事者）を支援するための勤務環境の改善（院内保育所

の設置や夜間保育制度等の充実等）



３ 構想の推進

地域医療構想の推進に当たっては、医療機関相互の協議と医療機関の自主的な取組に

より進められることを基本としています。

今後、構想区域（二次保健医療圏）ごとに、医療関係者・保険者その他の関係者等か

らなる「地域医療構想調整会議」を設置し、この会議における協議を通じて、構想の実

現に向けた取組を推進します。

県は、構想区域（二次保健医療圏）ごとに、病床機能報告による機能区分別の病床数

の集計結果と病床の機能区分ごとの必要病床数とを比較し、地域における病床の機能の

分化及び連携における地域の課題の分析を行い、この結果を地域医療構想調整会議に示

すことにより、不足する医療機能の充足など、地域医療構想調整会議における協議、医

療機関の自主的な取組を支援します。

また、地域医療構想の実現に向けた医療機関等の取組について、県は、平成 年度に

創設された地域医療介護総合確保基金等を活用して、支援を行うこととしています。

なお、地域医療構想の推進については、ＰＤＣＡサイクルを効果的に機能させること

とし、毎年、山口県医療審議会において取組状況等の報告を行うとともに、事業の進捗

評価や、必要に応じて施策の見直し等を行い、これらの情報を公開します。

地域医療構想策定後の取組

出典：厚生労働省「地域医療構想策定ガイドライン」
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□ 策定協議会における協議状況

 岩国医療圏地域医療構想策定協議会

平成２７年 ５月２８日 第１回協議会

平成２７年 ９月１０日 第２回協議会

平成２７年１１月１９日 第３回協議会

 柳井医療圏地域医療構想策定協議会

平成２７年 ５月１１日 第１回協議会

平成２７年 ８月２６日 第２回協議会

平成２７年１１月１６日 第３回協議会

 周南医療圏地域医療構想策定協議会

平成２７年 ５月１４日 第１回協議会

平成２７年 ８月２０日 第２回協議会

平成２７年１１月１２日 第３回協議会

平成２８年 ３月２４日 第４回協議会

 山口・防府医療圏地域医療構想策定協議会

平成２７年 ４月３０日 第１回協議会

平成２７年 ７月３０日 第２回協議会

平成２７年１０月１５日 第３回協議会

平成２８年 ３月１７日 第４回協議会

 宇部・小野田医療圏地域医療構想策定協議会

平成２７年 ５月１４日 第１回協議会

平成２７年 ８月 ６日 第２回協議会

平成２７年 ９月１７日 第３回協議会

平成２７年１１月１９日 第４回協議会

 下関医療圏地域医療構想策定協議会

平成２７年 ４月３０日 第１回協議会

平成２７年 ８月 ６日 第２回協議会

平成２７年 ９月２９日 第３回協議会

平成２７年１１月３０日 第４回協議会

平成２８年 ３月３１日 第５回協議会

 長門医療圏地域医療構想策定協議会

平成２７年 ４月３０日 第１回協議会

平成２７年 ８月２７日 第２回協議会

平成２７年１１月１６日 第３回協議会

平成２８年 ３月１０日 第４回協議会

 萩医療圏地域医療構想策定協議会

平成２７年 ５月１４日 第１回協議会

平成２７年 ９月 ３日 第２回協議会

平成２７年１１月１２日 第３回協議会

平成２８年 ３月１７日 構想（素案）説明会



□ 策定協議会における補足意見

地域医療構想策定協議会において、地域の目指すべき医療提供体制を検討していく中

で、次のような補足意見が出されました。

【必要病床数の推計方法の精緻化】

○ 地域が必要とする病床数の推計に当たって、神経難病や血液透析等の疾病について

は、特定の医療機関が広域的な対応を担っている現状などを反映するよう、より精緻

化することが必要

○ 必要病床数の推計に当たって、療養病床の一部が回復期機能を担っている現状など

を正確に反映するよう、より精緻化することが必要

【病床機能報告制度の精緻化】

○ 地域の医療機能を示す病床機能報告制度について、現状では、医療機能の実態を的

確に示すものとしては必ずしも十分ではなく、より一層の制度の精緻化が必要

【地域の実情を踏まえた取組】

○ 「地域の医療提供体制の将来のあるべき姿」の実現に向けては、拙速な対応となる

ことがないよう、地域の実情を踏まえ、 年、さらにはその先を見据えて、じっく

りと取り組んでいくことが必要

【構想区域間の連携】

○ 高度急性期医療だけではなく、急性期医療の一部も、高度な設備や専門の医療従事

者が必要となることから、構想区域で対応できない疾患については、近隣の構想区域

の医療機関との連携の検討が必要

○ 三次救急医療機関のない構想区域においては、区域内の医療提供体制の構築とあわ

せ、他の構想区域の三次救急医療機関への搬送を円滑化するため、道路網の整備充実

を進めていくことが必要

【医療従事者の確保対策の充実】

○ 医療従事者の確保について、個々の医療機関や圏域の努力だけでは限界があること

から、国や県において、なお一層の確保対策の充実を図られたい。

【要件等の緩和・見直し等】

○ 回復期病床への移行を推進するためには、回復期リハビリテーション病棟について、

病室単位でも実施できるなど、認定要件の緩和が必要

○ 在宅医療を推進するためには、在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所の認定要件

の緩和が必要

○ 介護サービスを利用している患者が長期入院する場合に、介護支援専門員等が患者

に関わり続けられるような制度の見直しが必要

○ 診療報酬改定や療養病床の新たな類型の制度化は、医療機関の経営判断に大きな影

響を及ぼすことから、構想実現に向けた取組の推進につながる、診療報酬改定や認定

要件の設定が必要
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の緩和が必要

○ 介護サービスを利用している患者が長期入院する場合に、介護支援専門員等が患者

に関わり続けられるような制度の見直しが必要

○ 診療報酬改定や療養病床の新たな類型の制度化は、医療機関の経営判断に大きな影

響を及ぼすことから、構想実現に向けた取組の推進につながる、診療報酬改定や認定

要件の設定が必要

□ 地域医療構想の策定経緯

平成２７年 ３月１７日 山口県医療審議会

・構想の策定スケジュール等の報告

平成２７年 ３月２４日 地域医療構想説明会

・地域医療構想の概要説明

平成２７年 ３月３１日 「地域医療構想策定ガイドライン」通知（厚生労働省）

平成２７年 ４月 ～ 地域医療構想策定協議会（各構想区域）

平成２８年 ３月 ・地域医療の課題の検討

・医療等に関するデータや医療需要推計結果の報告

・医療需要を踏まえた医療提供体制の検討

・医療提供体制を実現するための施策の検討

・素案策定に向けた意見集約

平成２７年 ７月 ４日 地域医療連携あり方検討会

・講演（地域医療の推進、データを活用した現状分析）

・パネルディスカッション（山口県の地域医療）

平成２８年 ２月２４日 山口県医療審議会

・構想（素案）の検討

平成２８年 ４月１１日 市町、関係団体の意見聴取

平成２８年 ４月１１日 パブリック・コメントの実施

～ ５月１０日

平成２８年 ６月 ６日 山口県医療審議会（諮問）

平成２８年 ６月 ７日 山口県医療審議会（答申）

平成２８年 ７月２６日 山口県報により公示



□ 山口県地域医療構想（素案）に対するパブリック・コメントの実施結果概要

１ パブリック・コメントの実施

（１）実施期間

平成 年４月 日（月）～ 平成 年５月 日（火）

（２）公表方法等

県のホームページに掲載するとともに、県庁情報公開センター、県民相談室、健

康福祉センターで自由に閲覧できるようにしました。

（３）意見募集方法

郵送、ファクシミリ、電子メールにより意見を募集しました。

２ 提出のあった意見

件の意見提出があり、その内容は次のとおりでした。

意 見 の 内 容 件数

構想区域等に関するもの ３

必要病床数等に関するもの

構想策定後の取組に関するもの ９

表記に関するもの ５

意見募集の実施方法に関するもの ４

計



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


